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○議長（山須田清一君）：日程第５、これより一般

質問を行います。 

 通告の順に従い発言を許します。 

４番、太田君。 

○議員（太田宏司君・登壇）：おはようございます。 

一般質問通告書に従いまして、２項目７点の質問

をいたします。 

１項目防災に対する備えについてです。 

３月１１日三陸沖を震源とするマグニチュード９

の巨大地震が発生、太平洋沿岸を中心に高い津波が

観測され、東北地方から関東地方の太平洋沿岸に甚

大な被害を及ぼしました。被災した方々に心よりお

見舞いを申し上げますと共に、被災地の１日も早い

復興を願うところです。 

この大地震は、遠く離れた宗谷地方へも経済を初

めさまざまな影響を及ぼしているところです。 

また、このたびの震災を受け道内の海岸線を持つ

市町村においても、地震や津波が起きた際の避難所

の立地見直しを検討しているほか、災害の種類によ

って利用可能な避難所を区別したり、ハザードマッ

プの作成や修正に取りかかっているところです。 

５月１０日の北海道新聞に、道は東日本大震災を

受け津波発生時浸水区域や避難地帯を示す津波ハザ

ードマップ災害予想中と避難手順を定める津波避難

計画を本年度策定する市町村に支援を検討している

との報道がありました。 

１点目の質問です。猿払村において津波発生時及

び異常気象等による河川の氾濫などにより起こりう

る災害時の浸水区域や、避難地域を示すハザードマ

ップ及び避難手順を定めた避難計画は策定されてい

るのか、お尋ねいたします。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：ただいまの質問にお答

えいたします。 

その前に、本日の議会の一般質問からＩＰ告知放

送で全村へ放送されることになりました。一人でも

多くの方がこの放送を聞かれていることを望んでい

るところでございます。そういうこともございまし

て、ちょっと今尐し緊張しているところでございま

す。 

私は、商売柄いつも朝早く起きます。本日も朝５

時に起きまして、犬の散歩をする前に新聞をちらっ

と読みました。そういたしますと、本日の太田議員

質問の予想をして予期していたような記事が、朝の

一面に載っておりました。ここに手元にございませ

んが、津波災害予想図未整備３３市町村作成へと、

震災で住民要望強まると、大きな見出しで書かれで

おります。 

その中の、ハザードマップの作成方針という図が

ございまして、本年度完成予定の自治体１０、来年

度完成予定の自治体１２、完成時期は未定だが作成

予定の自治体が１１と書かれておりました。その作

成予定の自治体１１の中の最後に、宗谷管内浜頓別

町、猿払村と書かれておったところでございます。

これで、最初の質問の答弁になってしまうのであり

ますが、これで終わるというわけにもいきませんの

で、改めて丁寧にお答えしたいと思っております。 

猿払村における津波発生及び河川氾濫等による浸

水地の避難地域・手順は、平成１５年４月に策定し

た猿払村地域防災計画にあり、その中の第２編風水

害等防災計画、第３編地震防災計画の中で、それぞ

れ災害予防計画、災害応急対策計画に細分化されて

おります。 

この地域防災計画は、北海道地域防災計画に準じ

て作成したもので、大きな改正をする場合には道と

の協議が必要となるものであります。しかしながら、

今回の大震災を受け、本年度中に都道府県単位の地

域防災計画の見直しが行われる予定となっており、

それに伴い、各市町村の地域防災計画の見直しも必

要となることから、村では平成２４年度中に、猿払

村地域防災計画の改正をするべく、既に資料収集等

の準備を進めているところであります。 

議員の質問にもあります災害時の浸水区域や避難

地域を示すハザードマップ、津波時における避難手

順を定めた避難計画と言われるものは、先ほども申

し上げましたが、村ではまだ整理していないのが現

状です。先般、宗谷総合振興局において説明が行わ

れ、北海道の沿岸８１市町村には、津波ハザードマ

ップの作成と津波避難計画の策定が必須となり、地
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域防災計画とは別に津波に関する計画を策定する方

向性が示されております。 

今後は、既に整備されている市町村や北海道から

の情報を得ながら、猿払村全域を網羅し、詳細な避

難計画をつくるためにも、ハザードマップはぜひ必

要なものと考えておりますし、早急にその整備に向

け取り組みたいと考えておるところでございます。 

以上でございます。 

○議長（山須田清一君）：太田君。 

○議員（太田宏司君・登壇）：再質問をいたします。 

今の村長の答弁ですと、策定予定、猿払村として

はまだ整理していない、まず必要と考えるので早急

に取組みが第１問の答弁だったと思います。 

また、道より津波ハザードマップの作成と非難計

画の策定が必要とされているとのことですが、今回

は津波ハザードマップに改正の答弁だったのではな

いかと思います。 

ハザードマップは、自然災害による被害を予測し、

その被害範囲を地図化したものです。予想される災

害の発生地点、被害の拡大範囲及び被害程度、さら

には避難経路、避難場所などの情報が既存の地図上

に図示したものですが、猿払村において津波だけで

なく水害、崖崩れなどの災害を想定したハザードマ

ップを作っていく必要があるのではないかと思いま

すが、どのように思われますか。 

○議長（山須田清一君）： 眞坂総務課長。 

○総務課長（眞坂潤一君・登壇）：それでは、私の

方からお答え申し上げたいと思います。 

先ほど村長からも説明があったかと思いますけれ

ども、猿払村においては、津波はもちろんですけれ

ども、水害、崖崩れ等の危険区域を示したようなハ

ザードマップの存在はございません。 

しかし、水害ですとか崖崩れ、土石流等の危険区

域については、宗谷総合振興局や稚内土木現業所等

において、危険箇所の指定がされている地域はあり

ます。それは猿払村管内図において場所を示したそ

ういう図面ももちろん村にはありますし、道の方ま

で報告が上がっている図面は存在いたします。もち

ろん地域防災計画の現行の計画の中には、その箇所

も示しているということでございます。 

○議長（山須田清一君）：太田君。 

○議員（太田宏司君・登壇）：ハザードマップは、

自然災害が相手だけに、発生地点や発生規模などの

特定にまでは及ばないと思います。 

また、予測を超える災害発生の際には対応できな

い可能性もありますが、ハザードマップを利用する

ことにより、災害発生時に住民などは迅速的確に避

難を行うことができ、また二次災害の予想箇所を避

けることができ、災害による被害の低減に有効と思

います。 

先ほど土砂崩れも含めた土木の方の地図はあると

いうことですが、ぜひそれを含めたハザードマップ

も検討していただきますようお願いいたします。 

次の質問です。 

同じく新聞報道によると、道内で巨大地震が発生

する可能性は、十勝沖、根室沖にはそれぞれ５０年

から７０年おきにマグニチュード８前後の地震が起

きており、最近では２００３年のマグニチュード８

の十勝沖地震です。これとは別に、両海域の震源が

連動し、太平洋沿岸に高さ１０メートル以上の大津

波が押し寄せる巨大地震が４００年から５００年周

期で起きていると考えているそうです。前回は、１

７世紀前半で約４００年が経過し、発生する確率が

高まっているとのことです。 

２点目の質問です。猿払村地域防災計画において

指定されている一時避難場所や避難施設などは、ど

の程度の津波を予想し、どのくらいの標高にあるの

か、お尋ねいたします。 

○議長（山須田清一君）：眞坂総務課長。 

○総務課長（眞坂潤一君・登壇）：それでは、ただ

いまのご質問にお答えしたいと思います。 

どの程度の津波を想定し、一時避難場所や避難施

設はどのぐらいの標高にあるのかというご質問だっ

たと思います。それでお答えしたいと思います。 

現行の計画におきましては、北海道地域防災計画

（地震防災計画編）において想定されている地震と

いうのは、北海道東部地震など６つの地震とされて

おりまして、震央位置及び規模を設定して、被災危

険度を算定している計画となっております。この被

災危険度と呼ばれるものは５段階、ゼロ、ゼロから
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１、１から２、２から３、３以上の全部で５段階に

区分されておりまして、猿払村における被災危険度

は、すべての想定地震において低いとされており、

震度についても３あるいは２以下の想定となってお

ります。 

村といたしましては、独自の被害想定というもの

は行っておりませんけれども、活断層が地表から見

えない場合や活断層地形が全く確認できないところ

で突然地震が発生した例もあることから、地震発生

を想定した対策を講じるという内容としております

けれども、議員のご質問にあります今回のような３

０メートルを超えるというような津波の程度の想定

はしていないのが現状でございます。 

それから、一時避難場所と避難施設の標高はどの

ぐらいかというご質問でございますが、避難場所に

おいては海抜でもっとも高い位置に今指定している

場所で最も高い位置にありますのが知来別小学校裏

山の５５メートル、それから２０メートル以上から

２３メートルの場所にあるのが鬼志別小学校グラン

ド・拓心中学校グランド・小石交流センター・知来

別の配水池・浅茅野台地農業研修施設の５ヶ所にな

ります。 

それから１０メートルから１８メートルの位置に

あります施設の場所として、浜鬼志別小学校グラン

ド狩別地域集会所、浅茅野小学校グラウンドの３か

所、１０メートル未満が役場、浜鬼志別神社、芦野

小学校グラント、浜猿払交流センター、旧猿払小学

校グランドの５か所になります。 

議員が心配されている部分としては恐らく、この

低い箇所、最も低い位置にあるのが旧猿払小学校グ

ランドの海抜３．１メートルということになってお

ります。 

次に、避難施設の標高でございますが、最も高い

位置にあるのが鬼志別小学校で２４．５メートル、

鬼志別小学校を含め２０メートル以上の場所にある

施設というのが８施設あります。スポーツセンタ

ー・老人憩の家・農村環境改善センター・拓心中学

校・浅茅野小学校・浅茅野台地研修施設・小石交流

センターの８施設でございます。 

１０メートルから１１メートルの高さにある施設

が３カ所、浜鬼志別小学校・芦野小学校・狩別地域

集会所の３つとなります。 

１０メートル未満については４カ所ありまして、

生活改善センター・知来別小学校・浜猿払交流セン

ター・猿払地域集会所の４カ所となっております。 

最も低い標高にあるのが、猿払地域集会所の２．

４メートルということになっております。 

○議長（山須田清一君）：太田君。 

○議員（太田宏司君・登壇）：再質問をいたします。 

猿払村は比較的災害の尐ない村と言えるかと思い

ます。 

また、ただいまの課長の答弁でも、被災危険度は、

すべての想定地震において低いということで尐し安

心しているところです。 

また、海岸線の地域の避難所収容施設においても、

おおむね１０メートル以上の海抜があるということ

で、思っていたより高いのかなと感じているところ

です。 

そこで、猿払地域の一時避難場所・収容避難所に

ついてお伺いいたします。 

一時避難場所、旧猿払小グランドは海抜３．１メ

ートル、収容避難所の猿払集会所の海抜は２．４メ

ートルとのことです。 

平成１９年には、津波警報により村民が避難した

ことがあります。幸い津波が観測されませんでした

が、津波の高さ１メートルから２メートルが予測さ

れる場合、津波警報が出され、３メートル以上が予

測される場合は大津波警報が出されますが、海抜２．

４メートルの猿払集会所及びその周辺地域において

津波警報発令時また大雤による狩別川の氾濫が懸念

されるとき、地域一帯の浸水が懸念されますが、避

難場所・避難収容所をどのように考えているか、ま

た、避難経路をどのように考えているのか、お尋ね

いたします。 

○議長（山須田清一君）：眞坂総務課長。 

○総務課長（眞坂潤一君・登壇）：それではお答え

いたします。 

議員のおっしゃるとおり、猿払地区における避難

場所、避難地区地域に施設につきましては大変低い
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位置にあるということは、今回現在ある防災計画を

策定した段階でも非常に気になる点ではありました。 

幸い災害が尐ない地域ということでの、確かに計

画を立てるいう段階での甘えというか見込みの甘さ

があったのかもしれません。 

ご指摘のとおり、猿払地区の方については、もっ

と高い位置に避難しなければいけないという状況が

ありますので、村長から答弁ありましたけれども、

ハザードマップを作成することによって、およその

浸水区域の想定ですとか、あと、どっちの方面へ逃

げたら孤立をしない、あとは別の避難施設にたどり

着くことができるかというところの想定までを、そ

のハザードマップを使いながら、新たな計画として

立てていかなければならないというふうに考えてお

ります。 

○議長（山須田清一君）：太田君。 

○議員（太田宏司君・登壇）：先ほども言いました

が、猿払村は比較的災害の尐ない村と言えるかと思

いますが、平成１９年には、津波警報により村民が

避難したことがあります。幸い、津波が観測されま

せんでしたが、もしＪアラートで大津波警報が発令

されたとき、また、異常気象による大雤洪水が起き

そうなとき、どこまで避難すればいいのか普段の防

災教育が大切だと思います。 

３点目の質問です。住民等の避難行動を促進する

ためには、住民があらかじめ浸水予想地域、避難対

象地区避難場所、避難経路などを把握し、いざとい

うときどうやって避難すればいいのか等の防災訓練

防災教育が大切と考えますが、どのように思います

か。お尋ねいたします。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：ただいまの質問にお答

えいたします。 

住民が災害時に迅速にかつ安全に避難し、避難後

も安全・安心して避難生活を送ることができるよう

に、浸水予想地域を想定し、避難対象地区を特定し

ておくことはもちろん、避難場所も安全な場所にあ

るのか、そこまでの経路はどうなのかという検証に

ついても、今回の大震災を教訓にして、新たな地域

防災計画では明確な表示はしなければならないと思

っているところでございます。 

議員ご指摘のとおり、猿払村は比較的災害の尐な

いところであるがゆえに、平成９年に浜鬼志別地区

で住民及び役場消防関係者を含め３６４名が参加し、

災害避難訓練を実施したことがありますが、それ以

降は、消防支署が国保病院や学校等で実施している

火災避難訓練や消火訓練、水難救済会が実施してい

る水難救助訓練等は行われているものの、自然災害

に対する訓練は実施しておりません。 

このような今回のような大きな災害があったとき

こそ、防災訓練や防災教育が必要であり、効果があ

ると考えますので、本年度９月１日が防災の日とな

っておりますが、その周辺にたくさんの住民が参加

していただけるよう、自治会及び関係機関と協議し、

ぜひとも訓練を実施したいと考えているところでご

ざいます。 

以上でございます。 

○議長（山須田清一君）：太田君。 

○議員（太田宏司君・登壇）：再質問です。 

この度の大震災を受けて、学校での防災教育に関

し、釜石中学校の生徒の行動が紹介されていました。

釜石市では、津波防災教育のための手引をもとに、

児童生徒に自分の命は自分で守る、そして助けられ

る人から助ける人への意識を育むことを目的に、学

校防災教育を平成２１年より実施していたそうです。

その結果、釜石市の小学生１９２７人中学生９９９

人のうち、津波来襲時に学校の管理下にあった児童

生徒について全員の無事が確認されました。ただし

津波来襲時に学校の管理下でなかった児童生徒のう

ち５名が津波の犠牲となってしまいました。 

今、防災教育を受けた生徒が１０年後には親とな

り親子に、そしてまた１０年後に、地域の人達に防

災教育をはぐくむことになります。 

当村の学校での防災教育をどのように考えている

のか、教育長の考えをお聞かせ下さい。 

○議長（山須田清一君）：三浦教育長。 

○教育長（三浦高志君・登壇）：ただいまの太田議

員からの質問、学校での防災教育についての考え、
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状況について、私の方からお答えをさせていただき

ます。 

釜石市の例をとるものでもなく、やはり子どもた

ちが１日の生活時間で一番長い日中で日常の時間帯

に限って言いますと、やはり学校で生活をする時間

が大変長いというわけですから、この時間帯での災

害に対する対応、これは非常に重要なことなんだろ

うなと考えております。 

従来村では、村の学校の中では、年２回の避難訓

練を実施をしておりますけれども、しかしこれは火

災の避難訓練を主としたものであるというふうに認

識をしております。 

先般、今月に入ってからですけれども、各学校へ

の聞き取り調査を実施をいたしております。３月１

１日のこの東日本大震災を契機として、一部の小学

校では、この地震津波を話題とした授業を実施した

ようであります。 

本村における小中学校の位置、場所を考えますと、

やっぱり海岸部においては今回の大規模地震相当の

津波が仮に現実となった場合、これはもう安心でき

る学校は３０メートルという、津波が押し寄せると

すると、これはもう安心でできる学校施設でもない

のかなというふうに心配をしておりますけれども、

大地震、津波が猿払村にもゼロだという可能性とい

うのは尐なくともゼロではないと、可能性はあると

いうふうにやはり考えなければならないと思ってい

ます。 

その意味では、専門的な指導だとか知識をもとに、

学校の中での、もしもの時の対応行動を日ごろから

訓練をしていく必要があるのだろうというふうに思

っています。 

村に即応した計画と実態をつかまえての計画とい

うのは、前段で村長が答弁を申し上げましたように、

いろいろなハザードマップを作って、確認をして、

そしてそれに対応する計画を待つことにはなります

けれども、しかし稚内地方気象台に確認をいたしま

したところ、出前講座ということに取り組んでいら

っしゃるようでして、地震・津波の知識や対応につ

いても専門職員が教育をするという回答をすでに教

育委員会の方でもいただいておりますし、気象庁の

ホームページのサイトを見ますと、地震速報受信時

対応行動訓練用キットというものを既に作成をして

あって、これはパソコンにダウンロードして、どこ

の地域でも、例えば学校のテレビ、スクリーンある

いは自治会単位でそういったものをダウンロードし

て訓練に活用できると。 

ちなみに北海道では、議員が話題にしておりまし

た十勝沖地震を想定をした訓練キットをすでに作成

をしているということので、こういう情報も得まし

た。 

こういった情報をもとに、教育委員会としてもぜ

ひ直近の校長会議でこういった取組みについて提案

をして、今年度中に村長も９月というお話しが住民

の方々に対してありましたけれども、児童生徒の防

災訓練教育の実施につなげたいというふうに教育委

員会内部では検討しているところでございます。 

以上です。 

○議長（山須田清一君）：太田君。 

○議員（太田宏司君・登壇）：先ほどの村長の答弁、

また今の教育長の答弁にもありましたが、この大震

災を受け、防災意識が高まっていると思います。 

学校だけでなく、地域においても防災教育をぜひ

この機会に、徹底していただきたいと思います。 

次の質問です。ひとり暮らしの高齢者高齢世帯障

害者等の要援護者が災害時に安全を確保するために

は行政や地域の支援が必要と思います。 

災害が発生したときに体制を整えることは難しい

ので、誰がどの要援護者を助けるのか、車などの避

難手段避難してからの救援体制をどのように行うか

など災害が起きる前に検討しておく必要があると思

います。 

４点目の質問です。災害時に要援護者を守るため

の避難対策はどのように検討されているのかお尋ね

いたします。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：ただいまの質問にお答

えいたします。 

村におきましては、保健福祉課を中心に、消防署

猿払支署と防災を担当する総務課管財交通係におい

て、各地域の独居老人世帯、高齢夫婦世帯、移動に
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介助が必要な方々について、移住場所とその身体状

況が一目でわかるような地図を作成しております。

この地図は、保健福祉総合センターと役場、消防支

署に設置してあり、データも逐次更新しております。

この他に、各地区を担当する民生委員にも配付して

あります。 

災害による避難の際には、この地図をもとに要援

護者の移動に役立てることができると考えておりま

すが、緊急時には村の職員が避難対象区域に駆けつ

けるよりも、一刻も争うような場面では、地域の住

民の方々の力が必要不可欠となりますので、地域防

災計画にもありますが、自治会単位での消防防災組

織の確立を推進し、この地図が非常時に役立てられ

るような体制づくりができればと考えておるところ

でございます。 

また、職員初動マニュアルで、各避難場所には役

場各課を割り当て、管理職を責任者として配置する

という内容としており、避難場所の情報収集や非常

用備品等を提供することとなっております。 

以上でございます。 

○議長（山須田清一君）：太田君。 

○議員（太田宏司君・登壇）：地図を作成し、各地

域を担当する民生委員にも配付しているとのことで

す。 

また、地域住民の力が不可欠であるという今の村

長の答弁だったと思います。 

私も、地域の方々の力なくしては、要援護者の

方々を守りきれないと思っております。 

実際の災害時には、支援者が被災する可能性もあ

ります。災害時には、地域において迅速な情報伝達

と避難誘導、安否確認及び状況把握が必要となると

思います。 

要援護者一人ひとりに対する支援方法や支援者を

明記した個別支援計画を策定し、有事の際に実際に

実効性のあるものにしていただきたいと思っており

ます。 

次の質問です。このたびの大震災は規模範囲、被

害、どれをとっても予想以上想定外の災害ですが、

発生当初の報道で雪がちらつく中、救援物資も届か

ず寒さを超えている被害者の方々の姿がテレビで放

送されていました。 

猿払村も積雪地帯、特に冬は厳しい寒さに見舞わ

れます。 

５点目の質問です。災害に備えた非常食及び毛布

等の非常用備品の備蓄状況をお尋ねいたします。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：ただいまの質問にお答

えいたします。 

非常食の備蓄は、平成１９年度にアルファ米、亓

目御飯５キロ炊き出しセット１１箱を購入しており

ましたが、今回の震災被災地にすべて提供し、現在

のところ備蓄はありません。本定例会議案第４号の、

一般会計補正予算書第２号において、食糧費として

４７万円を計上しておりますが、非常用備蓄食糧５

００食、飲料水、５００本を購入し、補充する計画

であります。 

また、毛布につきましては、非常食と同様に被災

地へ未使用のものを８０枚提供いたしました。その

後、日本赤十字社から８０枚をいただき、現在の保

有数は使用したものを含め２５０枚ほどとなってお

ります。同じく議案第４号では８０枚を購入すべく

計上している他、使用した毛布については洗濯後に

密封処理を施す必要がありますので、緊急時に即座

に対応できるような準備をしたいと考えております。 

この他にも、水防資器材及び防災資機材として平

成７年度から１４年度にかけて土嚢袋や水中ポンプ、

油流出事故に備えた吸着材や中和剤、オイルフェン

ス等、さらには投光器や発電機、剣先スコップ等を

購入し、非常時の備えをしております。しかしなが

ら、現在保有する数量では必ずしも十分と言えませ

んので、今後も計画的に非常用備品の購入に努めて

まいりたいと、ただいま考えているところでござい

ます。 

以上でございます。 

○議長（山須田清一君）：太田君。 

○議員（太田宏司君・登壇）：再質問です。 

ただいまの村長の答弁に、非常用備品のほかに投

光器、発電機等を備えているとの答弁がありました。 
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このたびの大震災を教訓に、役場、消防、病院、

避難収容所などの主な公共施設において主だった機

能を維持するためには、電力の供給が不可欠と考え

ますが、各施設において発電機等の備えは十分と言

えるのか、お尋ねいたします。 

○議長（山須田清一君）：眞坂総務課長。 

○総務課長（眞坂潤一君・登壇）：それではお答え

いたします。 

各施設に発電機等の備えは十分かということの質

問であると思います。 

現在、村の施設で発電機を所有している緊急用の

発電機、役場庁舎とは別ですけれども、移動できる

発電機を設置しているのは防災関係で１台、それか

らスキー場も緊急時の対応では発電機１台を保管し

ておりますし、村営球場にも１台設置をしてあると

ころです。 

現在のところ、避難施設等に設定している場所す

べてにという計画は、今のところはまだしておりま

せん。 

ただ、電力の供給がないと避難生活にも非常に支

障をきたすというのは、今回の地震でも避難者の方

が特に嘆いておられた一番大きな要因でなかったか

というふうに判断をしておりますし、先ほど村長か

らも答弁の中でもありましたように、村として備品

を整備するということだけなく、各自治体で自主防

災組織というのがもし作ることが可能であれば、他

の市町村ではそういった形でさまざまな補助を使っ

た中で防災資機材の整備を進めている市町村が道内

でも、本州でも数多くあります。そういったいろん

なものを活用しながら、できれば各地域にこうした

非常時の電力等を確保できる発電機等も整備してい

けたらというふうな考えを持っているところでござ

います。 

○議長（山須田清一君）：太田君。 

○議員（太田宏司君・登壇）：宗谷地方では、秋か

ら冬にかけて本州方面から進む低気圧が北海道付近

を通過するときに、シベリア方面から南下する強い

寒気を受けて低気圧が急速に発達することがありま

す。この発達した低気圧の接近と通過により、暴風

雪となり、大きな災害が発生します。 

宗谷地方で暴風雪による災害として顕著な例は、

昭和４７年１２月１日から２日にかけて発生した暴

風雪災害が有名です。道路を閉鎖、公共交通機関の

運休、学校の休校などに加え、湿り雪の影響で電線

着氷が発生して、送電用鉄塔や電柱が倒壊し、稚内

市を含む宗谷管内約３万世帯で停電となりました。

この復旧に５日から７日を要し、住民はろうそくに

よる生活を強いられました。 

今、私たちは、あの時代時以上に電気に依存した

生活を送っています。暖房のほとんどが電気を使用

します。使用しない主要施設に自家発電等の非常用

電源があると多くの住民が助かると考えます。 

先ほど、できる限り備えていきたいという答弁が

ありましたので、ぜひ実現していただきますようお

願いいたします。 

もう１点再質問をさせていただきます。大規模な

災害時、当然猿払村においても水、食糧、各種資機

材の確保に困難を来すと思われますが、近隣市町村

との協力協定・支援協定はあるのか、お尋ねいたし

ます。 

○議長（山須田清一君）：眞坂総務課長。 

○総務課長（眞坂潤一君・登壇）：近隣との協力協

定はあるのかというご質問でございます。 

協定につきましては、各市町村単位あるいは消防

事務組合単位、それから一般企業でありますけど電

力会社あるいは輸送に関する輸送の業者との協定と

いうものはそれぞれの町村で、それぞれのところと

協定がすでに結ばれております。 

近くで災害があった場合には、もちろん協定がな

くてもお互い助け合いの精神というのはしなければ

いけないことでございますけれども、現在作ってお

ります防災計画の中でも結ばれた協定については明

記してございますし、そういった協力関係は各町村

ごとに猿払村としても結んでいるところでございま

す。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：追加でちょっと付け加

えておきたいと思います。 
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先ほど議員も申し上げたとおり、今回の災害に当

たりましては、天気の重要性を認識したところでご

ざいます。 

特に今、原子力で問題になっておりますけれども、

メルトダウンに関しましても、一番の原因は電気が

作用していなかったことということを聞いておると

ころでございます。 

そのようなこともございまして、先刻電気保安協

会とこのような緊急時には緊急的に対応していただ

けるという協定を結んでいるところでございます。 

以上、これだけ付け加えておきたいと思います。 

○議長（山須田清一君）：太田君。 

○議員（太田宏司君・登壇）：２項目目、火災警報

器の設置状況について質問いたします。 

消防庁において実際の住宅火災における被害状況

を分析したところ、住宅火災警報機が設置されてい

る場合には設置されていない場合に比べ、被害状況

がおおむね半減した結果となったそうです。 

また、日本に先だって義務化を進めたアメリカで

は、住宅用火災警報器の普及率の上昇に伴って、死

者数が減尐し、普及率が９０％を超えた近年では死

者数がピーク時から半減という効果があらわれてい

るそうです。 

１点目の質問です。平成２３年６月１日よりすべ

ての住宅に住宅用火災警報器の設置が義務づけられ

ましたが、当村の設置状況はどのようになっている

のか、お尋ねいたします。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：ただいまのご質問にお

答えいたします。 

議員もご承知のとおり、消防法の改正により、す

べての住宅に平成２３年６月１日から住宅用火災警

報器の設置が義務づけられました。なお、新築住宅

につきましては、平成１８年６月から設置が義務づ

けられております。 

この法律の趣旨は、住宅火災における死者数が毎

年１０００人を超える高い水準で推移し、犠牲者の

うち６５歳以上の高齢者の割合が６割を占め、尊い

命が失われており、その主な原因として逃げ遅れに

よるものの割合が非常に高くなっており、それらを

防ぐため火災警報器の設置義務化となっております。

また、今後の高齢化社会の進展に伴い、さらに火災

による犠牲者が増加することも懸念されているとこ

ろでもあります。 

猿払村における火災警報器の設置についての取り

組みでございますが、平成１９年から回覧や広報紙

での周知と消防職員・団員による火災予防査察等を

通じ、村民に対して警報器の設置についての説明や、

普及促進に向け理解をしていただけるよう努めてま

いりました。 

その結果、本年５月末現在で７９．５％の設置率

となっております。 

大切な命を火災から守るためにも、住宅用火災警

報器設置の意義を住民に理解していただき、これか

らも普及啓発に努め、村内全戸の設置を目標とし、

取り組んでまいりたいと考えているところでござい

ます。 

以上です。 

○議長（山須田清一君）：太田君。 

○議員（太田宏司君・登壇）：平成２２年の１２月

時点において、猿払村と同じく６月１日に義務化さ

れる地域の普及率は５６．３％、義務化済みの地域

では７０．７％、北海道での設置率は６６．４％と

消防庁から公表されていますが、猿払村は７９．

５％の設置率とのことです。消防団の普及促進に向

けての努力が表れているのではないかという気がし

ますが、火災が発生したとき就寝中仕切られた部屋

など火災に気づくのが遅れてしまいます。 

そこで、火災の発生をいち早くキャッチし知らせ

てくれるのが警報器、限りなく普及率を１００％に

近づけるよう引き続き努力をお願いいたします。 

警報器が適切に機能するため電池の交換と維持管

理が重要ですし、本体もセンサー等の寿命により交

換が必要となります。 

最後の質問になりますが、警報器の寿命は概ね１

０年と言われていますが、今後の買い替えの指導に

向けての台帳等の整備はどのように考えているのか

質問いたします。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 
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○村長（巽 昭君・登壇）：ただいまの質問にお答

えいたします。 

議員質問の住宅用火災警報器の耐用年数及び機器

の管理でありますが、火災警報器の耐用年数は１０

年となっております。現在市販されているすべての

機種につきましても、設置してから１０年を経過し

ますと交換が必要であるため、そのための指導も行

ってまいります。 

これまで消防署と消防団では、警報器の設置率向

上に向け取り組んでまいりましたが、今後予防査察

等を通じて、設置年度の調査も行い、査察台帳に記

載し、設置年度の把握に努め、機器の交換時期につ

きましても設置者の理解を得ながら、適切な指導を

行ってまいりたいと考えてるところでございます。 

以上でございます。 

○議長（山須田清一君）：太田君。 

○議員（太田宏司君・登壇）：以上、災害に対する

備えと火災警報器の設置について質問させていただ

きました。 

災害火災は、いつどこで起きるかわかりません。

万が一の有事を想定し、体制を整えておかなければ

ならないと思います。 

引き続き努力をお願いし、私の質問を終わります。 

○議長（山須田清一君）：１０時４０分まで休憩い

たします。 

 

休憩 午前１０時４７分 

      再開 午前１１時０２分 

 

○議長（山須田清一君）：休憩前に引き続き、会議

を開きます。 

一般質問を続行します。 

２番、佐々木君。 

○議員（佐々木淳君・登壇）：一般質問通告書に従

って、質問をさせていただきます。 

まず１つ目として、商業の振興について。過去に

何度も同僚議員が質問されていますが、確認の意味

を含めて質問をさせていただきます。 

助成事業、暮らし応援商品券はいつまで続けるの

か、またその効果をどのように認識しているのか、

お尋ねします。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：ただいまの質問にお答

えいたします。 

まず、昨年行った暮らし応援商品券事業の実績に

ついて、ご報告申し上げます。 

昨年は、１２月１日から翌年３月１５日までの期

間を設定して、発行総額２，４００万円、１冊１万

円を５００円掛ける２４枚で、２０００冊発行をい

たしました。１人３冊を限度とし、券の発売取扱場

所を３か所、商工会・漁協・農協で販売、１２月７

日で２０００冊を完売したところでございます。 

換金請求された商品券は２，３９１万８，５００

円分、９９。６６％となりました。内訳は生活必需

品での利用があった小売業で８９％。年末を控えた

お歳暮等の地元商品としての利用があった製造業で

６％、サービス業が３％、宿泊飲食業・建設業が各

１％という結果でありました。利用可能店舗等は５

７件で、このうち実績として２９件で、利用した世

帯が３２８世帯、６９５人が購入したということに

なりました。 

成果といたしましては、小売業が８９％を占めた

ことは、商品券が生活必需品に充てられており、直

接の生活支援・暮らし応援につながっていると判断

されます。また、１２月のお歳暮時期ということも

あり、地元商品の購入に利用され、地元商品・企業

への経済効果そして村民の暮らし応援にも大きな成

果はあったものと評価しているところでございます。 

今後は、この事業の効果を起爆剤として、商工会

が独自の活動により村民に喜んでもらえる新たな取

り組みを展開することができないか商工会と協議し、

今年度も補正予算の計上について検討してまいりた

いと考えておるところでございます。 

いつまで続けるかにつきましては、事務事業の評

価及び商工会とも協議した中で今後検討・検証して

まいりたいとただいま考えているところでございま

す。 

以上でございます。 

○議長（山須田清一君）：佐々木君。 

○議員（佐々木淳君・登壇）：再質問ですけれども、
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今村長は検討されているということで、まだ実施す

るかどうか定かに決まっていないというふうに認識

してよろしいでしょうか。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：先ほども申し上げまし

たが、また前々回の議会におきましても同じような

質問がございまして、そのときも申し述べた記憶が

ございますが、行政といたしましてもこれだけの振

興策を行っているわけでございますから、先ほど申

し上げたとおり、商工会自体も努力する姿、前向き

な姿を見せつけていただきたいと申し上げてござい

ます。 

この先は、先ほども申し上げたとおり、新たな取

り組みが展開することができないかどうか、その辺

を検討しながら、今後について結論を出してまいり

たいと思っているところでございます。 

○議長（山須田清一君）：佐々木君。 

○議員（佐々木淳君・登壇）：商工の不振というの

は非常に目に余るものがありまして、どんどんどん

どんこの駅前の商店街、鬼志別に限って見れば、も

ちろん浜鬼もそうなのですけれども、浜猿払なんか

にはもう商店がなくなってしまったりとか。猿払に

はありますが、浜猿には商店がなくなったりとかで

すね、とりあえず危機的な状況にあるのは間違いな

いわけでありますし、それが行政に依存ばかりして

はいられないというのも、これも当然のことであり

ます。 

ただ、この車社会におけるこの時代の流れにおい

て、この時代に、果たして太刀打ちできるのかどう

かというのも非常に危惧するところでありますから、

ぜひご検討いただいて、税収とかそういったまた猿

払の村民が一人でも減らないような行政のこの力と

いうのも必要なのかなというふうに考えております。 

次に、役場が購入する物品について、村長は第６

次総合計画で、村の商業は大変に厳しい状況にある

とのお考えを示されました。 

そこで、役場から購入する物品については村の業

者、村税納入者から優先的に購入されるのが好まし

いと考えます。物品の入札には、村の業者が指名に

入るよう行政として指導していくことがあってよい

のではないかと考えますが、いかがでしょうか。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：ただいまの質問にお答

えいたします。 

基本的には、私は役場の物品に限らず村の中で生

産販売するものは、村内でできるだけ消費され、先

ほど議員もおっしゃっておりましたが地域経済の活

性化を図るべきと考えております。 

さて、今回の役場の調達する物品の入札及び見積

合せは、業者から提出される指名願に基づいて選考

しております。 

村内業者にあっては、調達する物品に対する指名

願が提出されている業者は選定していますが、以前

に指名の辞退があるなど、物品により難しい部分が

あり、そのため、物品によっては業者に対し調達の

可否の確認をするなどを行っておりますが、現状で

は、村内業者の対応できないものは村外業者となっ

ております。 

村内業者がどのような物品でも調達することがで

きる状況となるのであれば、村内に限っての入札ま

たは見積合せが可能となりますが、随意契約のでき

る見積合せは８０万円以下の物品購入で、２社以上、

それ以上の金額となれば５社以上による指名競争入

札とする選考基準を設けてあることから、村内に限

っての選考は難しい状況にありますが、できるだけ

地元業者が指名に参加できるような環境は作ってま

いりたいと考えているところでございます。 

以上でございます。 

○議長（山須田清一君）：佐々木君。 

○議員（佐々木淳君・登壇）：そこで再質問であり

ますが、確かに村の業者のこの努力というのが非常

に必要かと思います。 

しかし、先ほども述べましたように、この村の商

業というのは非常に危機的な状況にありまして、そ

このところを推し図って、行政が手を差し伸べると

いうまたこの努力があってもいいのではないかと。

これが、個人消費者がこの村のこの商店が買えると

かということを我々議会が、あるいは行政が主導す

るということ、これもまたいかがなものかと思うん

ですよ。個人消費はあくまでも個人の意思において
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行うべきでありますし、これは村の中で買わなきゃ

いけないとか、また村外から買ったらいけないとか

ということはこれは押しつけるものではないと思う

のです。 

しかし、村で村税を払っているこの納入者が多く

救済していくというこの努力を惜しまないというの

もまた行政の役割ではないのかなと思っております。

ですから、その辺をもう一度積極的に育成していく

というアプローチをぜひお願いしたいと考えており

ますが、その辺いかがでしょうか。 

○議長（山須田清一君）：森財政企画課長。 

○財政企画課長（森 克彦君・登壇）：ただいまの

佐々木議員の質問に対してお答えしたいと思うので

すが、先ほどの村長の答弁にもありましたとおりに、

物品において村内調達する部分とできない部分、こ

れが極端に狭められております。 

そうした中で、ちなみに今のご質問とちょっと離

れますが、昨年及び一昨年、その前と一応３年間の

物品の納入等の入札件数ということをちょっと調べ

てみましたが、平成２２年度におきましては物品で

は４５件の件数がありまして、そのうち村内業者が

指名できた部分これが１３件と。それで、そのうち

その１３件のうち、村の単独業者のみの指名をした

のが３件、これが電化製品及びスポーツ用品という

ことになっております。また２１年度においては総

体件数が２９件に対し、村内業者が４件入っており

ます。単独で入ったのは１件と。また、平成２０年

度におきましては総体件数が１６件に対し、村内業

者が２件、そのうち単独での入札参加されたのが１

件ということで、私たち指名選考をする中におきま

しても、あくまでも先ほども言いましたとおり、指

名願が出されて、その指名願に記載されている業種

なり物品そういった分に対する部分で行います。 

そうした中で、指名願に載っていない部分につい

ては、うちらとしても指名ができないと。なおかつ

指名しても、先ほど言われたとおり指名の辞退があ

ると。また、そうした中でこちらとしましても、あ

らかじめ調達に関して業者に確認をとってできるか

できないかのその確認をして、一応指名をしている

という部分があります。 

また、物品においては自社製品というような部分

であれば、それは単独なり可能かと思いますが、大

手製造業者に係る部分に関しましては、それなりに

流通経路というのは日本ではございまして、当然そ

の中には代理店が絡むとそういった分でワンクッシ

ョン、ツークッションが絡むと、そういった部分が

あります。 

そうした中で、村のこの指名業者がどこまで入り

込めるかという部分がありまして、その辺の限界が

ありますが、こちらとしても極力村内業者にとって

いただきたいという部分がありますが、実際に選考

なりそういった分の基準に基づいていくと、ちょっ

と今の段階ではできる部分とできない部分とその辺

がありますので、村内業者におきましてはその辺を

ちょっと考えていただければ、また若干別の状況に

なるかというふうに思っております。 

ちょっと質問の趣旨に沿った答弁になったかどう

かわかりませんが、以上で終わります。 

○議長（山須田清一君）：佐々木君。 

○議員（佐々木淳君・登壇）：概要はよくわかりま

すし、非常に発注する側も受注する側も非常に難し

い問題があると、そういう経験がないとか、そうい

う力がないということもありますし、今課長もおっ

しゃったように、ただ、今製造段階で１次点、３次

点という流れはどんどん解消されつつありますし、

あとそういったことをクリアできる村内業者も何点

か見えておりますし、ですから私はお願いしたいの

は今後そういう方向でぜひ行政側のいろんなこのア

プローチまたは開示していただきますとね、先に、

例えば水道のメーターなんかも先に開示していただ

ければ、それに対応できるような業者も、水道なん

かをやられている業者ですね、対応できる可能性も

非常にあると、含んでいるというところの発掘をぜ

ひまたお願いできればなとこのように考えておりま

す。 

３番目の質問に入らさせていただきますが、同じ

ような質問なんですけども、先ほども申しましたよ

うに、車社会では大型スーパーのある地域に簡単に

行って、好きな商品をたくさんある中から選べるこ
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とができるという意味では、非常に我が村の規模で

厳しい状態にあると。 

先ほど申しました、何回も同じことを申しますが、

ぜひこの各課における物品購入についてはぜひとも

この村の業者優先でというお願いをしたいというふ

うに考えております。 

何回も同じ質問ですが、ぜひまた村長も一言、ま

た、各担当の課長からでも結構ですけれども、村の

業者を育成していくんだという決意をまたご意見い

ただければありがたいのですが。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：ただいまの質問にお答

えいたします。 

ただいま議員の言われたとおり、本村のみならず、

車社会がもたらした地元離れによる田舎の商店街の

衰退と大型量販店等による集客、消費の拡大は年々

増加してきており、歯止めをかけることができない

状況となってきております。 

これら大型量販店の集客アップをめざした戦略と

しては、単独の店舗による集客もさることながら、

数店舗セット型の、大型駐車場を完備し、そこです

べての日常生活関連商品を揃えることができるよう

消費者のニーズを的確にとらえた戦略が見られます。 

本村においても、先ほどご質問のありました暮ら

し応援商品券は、過疎地域における、まさに内需拡

大を目指した１つの戦略であると認識し、行政とし

ても支援をしてまいりました。 

また、村民の定住促進を図る上で、村内業者によ

る建設の場合の助成制度も行政としての対策の一環

であります。 

いずれにいたしましても、このような社会情勢の

中で村内商業の振興を図る上で重要なことは、村民

と商工業者が互いの情報を交換し合い、自分達がど

うすることで村内の商工業の活性化が図れるのか、

利用拡大できるかを話し合うことだと考えておりま

す。 

行政といたしましても、このようなことについて

商工会等関係機関と検討してまいりたいと思ってお

りますので、ご理解、ご支援を賜りますようお願い

申し上げい答弁といたします。 

以上でございます。 

○議長（山須田清一君）：佐々木君。 

○議員（佐々木淳君・登壇）：ありがとうございま

す。 

次に、村道補修についてご質問をさせていただき

ます。 

公営住宅の道路など、村道の傷みがひどく、小さ

な子どもが引っかかって転んだりするような危険な

箇所も見受けられます。 

財政難はよくわかっておりますが、社会基盤の維

持も行政の重要な仕事であると考えております。 

村道の維持補修計画はどのようになっているかお

尋ねします。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：ただいまの質問にお答

えいたします。 

高度経済成長期に集中して整備された村道は、

年々老朽化してきており、その維持管理において費

用の増加が見込まれる現状でございますが、これま

で整備してきた社会資本を大切に、かつ有効に使い、

施設の長寿命化や更新費用の平準化を念頭に置いた

取り組みに軸足を移していかなければならないと思

っているところでございます。 

村道の維持補修計画はどのようになっているかと

の質問でございますが、結論から申しまして、維持

補修計画はございませんが、維持管理の必要性につ

きましては、村道においては、本来の機能が常に発

揮されるよう適切な維持管理が必要と考えておりま

す。 

村民生活や経済活動に影響が生じることがないよ

う、毎年日常的な巡視や舗装補修・砂利道の路面整

正・路肩の草刈りや路面清掃など、放置すると施設

の機能や周辺環境に悪影響が及ぶことのないように

実施しております。 

また、異常や危険箇所を発見した場合には、早急

に適切な措置を実施しておりますが、現場の状況な

どから金額が多額にかかる場合は、現年度で調査を

行い、翌年度に予算計上して実施しております。 

なお、道路パトロール等により巡視では不十分な

こともあり、損傷が著しく危険な箇所等がありまし
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たら利用者からの一報をお願いするところでござい

ます。 

以上でございます。 

○議長（山須田清一君）：佐々木君。 

○議員（佐々木淳君・登壇）：計画がないというこ

とでありますし、そしてまた日常では巡視している

ので大丈夫だというお答えですけども、私もそうい

うふうに思うのですけども、ただ財政難だからこそ

計画的に予算を積み立てて、突然この大きな費用を

掛けて修理をするというよりは、常にこの社会基盤

の整備というのは非常に村民が暮らしやすい生活す

るためにはどうしても必要なものだと考えるわけで

す。車にしてもです、バスにしてもそうなのですけ

ども、ですからそういう意味で突然の予算を大きく

かけるとかいうよりも、やっぱり基本的な計画、尐

しずつでもいいけれども、ここは来年直してく、こ

こはもうそろそろ傷みがかかっているので、このぐ

らいの予算でいくといった、財政難だからこそそう

いう計画が必要なのではないかというふうに考えて

おりますが、いかがでしょうか。 

○議長（山須田清一君）：松谷建設課長。 

○建設課長（松谷 厚君・登壇）：ただいまのご質

問なのですけれども、先ほど村長の答えにもありま

した補修計画はございませんけれども、うちの方で

維持水準、基準というものを設けまして簡単に言え

ば草の伸びがこうなると刈ると、そういった日常の

メンテとかそういう部分での水準基準はございます。

その部分で、今これにのって道路維持をしておりま

す。 

今言われた財政難の部分なのですけれども、ただ

先ほど言いましたとおり危険な箇所等については優

先的に実施するという部分では実施しております。

かなり費用がかかるようでしたら、先ほども言いま

したとおり単年度で調査して次年度に実施していく

と。それはあくまでも新設という形で、道路維持の

他に設けている予算という形で対応しておりますの

で、財政難もありますけれども予算的な部分につい

ては実施しているという部分でないかなと、担当と

しては予算の確保に努めております。 

以上です。 

○議長（山須田清一君）：佐々木君。 

○議員（佐々木淳君・登壇）：よくわかりましたし、

私も傷みのひどいところもありますし、修理や修復

が進んでいるというところも見られるということは

巡回してわかりました。 

ただいま、私の意見として、常に予算として計上

していただくということが重要ではないかというこ

とであります。その答えは今、課長がそれなりにや

っているということなので、全般的に道路ばかりで

なくて、全般的にやはり常に維持補修の考えを持っ

て予算を計上していくというのが非常に大事ではな

いかと思います。 

以上をもって私の質問を終わります。 

○議長（山須田清一君）：引き続き、一般質問を続

行します。 

８番、小山内君。 

○議員（小山内浩一君・登壇）：質問通告書３項目、

７点ほどについて質問させていただきます。 

まず最初に、猿払村の観光振興についてというこ

とで、私もこの場に立ち４年以上が過ぎ、２回に１

回くらいは道の駅の問題トイレの問題、人事交流や

国際交流での猿払村観光の発展等の質問を、自分で

もちょっとしつこいなと思うぐらいに質問している

ところでありますが、この質問通告書にもあるとお

り、今猿払村は行政の中、また観光協会、観光の核

となるホテルさるふつの問題と、いろいろいろんな

問題が今ターニングポイントというか、転換期を迎

えている時期と考えて、このたび、また同じような

質問をちょっとさせていただきます。 

まず１番目。新年度より猿払村観光協会に新たな

補助金を予算化し、また役場職員も道の駅の事務所

に常駐するようになりました。 

この北海道観光、宗谷の観光は、震災等の影響も

あり、さらに厳しさを増すと考えられます。 

猿払観光の拠点となる道の駅さるふつ公園の、こ

れからの振興策についてお聞きしたいと思います。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：ただいまの質問にお答

えいたします。 
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ただいま議員のおっしゃったとおり、猿払村にお

ける観光は、各施設が老朽化も進み、年数も経って

いるということ、観光業務自体がこの数年道北地区

においては減尐傾向が続いております。 

そして、今回の大震災等、景気不況が続いている

中で、大変厳しい状況になっているものと認識して

おるところでございます。 

さて、ただいまの質問にお答えいたしますけれど

も、昨年は、宗谷管内的にも観光客の入り込みが減

尐した中で、猿払村においては宿泊は減尐したもの

の、日帰り通過型の入り込み数は多尐ではあります

が、増加したところでございます。 

このことは、１つに、道の駅管理棟のトイレの改

修や駐車場を含め公園全体の利用のしやすさ等が、

口コミ等で観光客等に浸透してきた結果ではないか

と思っているところでございます。 

村といたしましても、このような状況を把握しな

がら、リピーターをより多く迎えるため、また、猿

払村の観光振興を図ることを目的に、猿払村観光協

会の体制を強化充実していただくため、専任職員の

経費等についても助成をしてまいりたいと考えてい

るところであります。 

今後は、観光協会がこの専任職員を活用し、独自

の事業展開に向けた企画立案、イベント開催等につ

いて、道の駅さるふつ公園を核として、積極的な協

会運営を期待するとともに、支援体制も継続して観

光振興を図ってまいりたいと考えているところでご

ざいます。 

以上でございます。 

○議長（山須田清一君）：小山内君。 

○議員（小山内浩一君・登壇）今、村長のお答えに

あったとおり、昨年は村長の目で微増というか、尐

しの増加ということがありましたが、先々週の報道

では約２５％のアップという報道がございました。 

猿払村に住んでいて、他の他町村が微増または減

尐の中、猿払村だけ２５％アップというのは喜ばし

いこと反面、実感がないのが寂しいという気持ちで

ございます。 

そこで振興策として具体的な、私も何かと言われ

てこれがということはないのですが、ホテルさるふ

つふるさとの家、またトイレ、道の駅と、ここ２、

３年の間に道の駅も改修をして充実をしました。 

そのようなハード面の振興策が徐々に進む中、ど

うも猿払村において、ソフト面の振興策が非常に遅

れているという感が否めません。 

この場でも、人事交流や国際交流を含めて人材の

育成が大事ですねと、村長とともにこの場でもやり

とりをしてきましたが、観光協会へ新たな人材、ま

たは役場職員が常駐というところで、次に今年から

やることは、ソフト面での観光振興への村でのテコ

入れというか、先ほど同僚議員の質問にもありまし

たが、何もかも猿払村行政やお役所にお願いするの

ではなく、観光協会独自も頑張らなければいけない

し、観光協会に携わっているという業者、私達村民

もその一人ではあると思いますが、ソフト面の振興

策が充実していなければ、猿払の観光振興策はあり

得ないと考えられます。 

今猿払村は、酪農業、漁業と安定した一次産業を

持っています。今この時期に、ソフト面の振興策を

図れるのは今しかないと私は考えておりますが、村

長の考えをお聞きしたいと思います。 

○議長（山須田清一君）：小林産業課長。 

○産業課長（小林勝彦君・登壇）：ただいまの小山

内議員の質問の中にもありましたけれども、昨年の

観光客の入り込みの関係でございますけども、猿払

村においては、村長の答弁にもありましたとおり、

日帰り客が昨年２１年度から比べますと、２２年度

の実績としましては日帰り客が１９万６５００人と、

それから宿泊客が１３１００人というこということ

でもって、日帰り客が２１年度に比べましてわずか

でございますが伸びております。ただ宿泊客が１９

９００人、２１年度はありましたけども２２年度に

つきましては１３１００人ということで落ち込んで

いるといった中で、この公園の基地となっているふ

るさとの家を始め、全体的な観光客の宿泊が減って

いるという面で、なかなか実感的なものも表れてこ

ないのかなというようなことも理解できるようなこ

とでありますけれども、ソフト面の関係についてと

いうことで、先ほども申し上げておりますけども、

観光協会の、やはり何といっても観光協会自体がそ
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ういった意味で独自の独特のある地域の実情に合っ

た中での観光施策みたいなものをやっぱり独自に計

画をしてもらうことが一番いいのかなというふうに

考えておりまして、そのための支援としましても昨

年、２１年度にも羅臼町の観光協会の事務局の方に

も来ていただいて、観光についてどうあるべきかと

いうようなことも勉強会等も開いておりまして、そ

ういった中でのソフト面からの観光協会の体制の強

化を図っていくことが行政としても必要ではないの

かなというふうに思っておりますので、今後もその

辺に向けて、観光協会独自の中で、いろんな対策が

組めるような積極的な協会として運営してもらえる

よう、今後指導と言ったらおこがましいんですけど

も、その辺について観光協会とも話を進めていった

中で、さらにあの公園全体を有効活用できるような

体制の整備をしていきたいというふうに考えており

ます。 

答弁になったかどうかあれなんですけども、一応

私の方からこのような形でもってお答えいたしたい

と思います。 

以上でございます。 

○議長（山須田清一君）：小山内君。 

○議員（小山内浩一君・登壇）：ソフト面の振興策

ということで、課長のおっしゃるとおりです。 

観光協会がもっとしっかりして、もっと元気にな

って、独自色を出して、猿払村を出して行動してい

ただくということが大事ではないかという、逆に質

問されたか、ご意見をいただいたような感じになっ

たのですが、観光協会の副会長としても、その辺の

ことは重々わかっているつもりで、この場に立って

質問してるのですが、今までやっぱり観光協会事務

局が役場の中にあって、役場に依存体質であったこ

とは否めません。 

これから新しい観光協会の形を作っていくために

は、役場職員が外に出ていただいた、道の駅に常駐

していただいた、また新しい職員が観光協会に雇わ

れるということではありますが、より一層観光協会

独自で、ハード面は村の行政の方でしていただいた。

ソフト面に関しても、まだまだ産業課とともに、道

の駅やホテルやパークゴルフ場、さまざまな施設全

体を考えていく上で、産業課との連携は絶対必要だ

と私は考えるところでありますので、ぜひ民間は民

間なりで頑張れるところがあります。行政は行政で

頑張れるところがあります。その２つがうまく手を

つなぎながら、タッグを組みながらこれからソフト

面での振興策を図っていきたいと考えるところです。 

次に、２番目の質問ですが、今まで猿払村の観光

の核となるホテルさるふつふるさとの家も、来年度

より新しい形での経営形態に移行すると聞いており

ます。 

まだこの時期ですし、詳細は決定しないと思うと

ころですが、現段階での村長の構想をお聞きたいと

思います。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：ただいまご質問につい

てご答弁申し上げます。 

議員がただいまおっしゃったとおり、現在ふるさ

との家の管理運営については、さるふつリゾート開

発株式会社に指定管理を行っておりますが、本年度

をもって第２期目の指定管理に関する協定が期間満

了となり、平成２４年度から新たに協定の締結が必

要となっております。 

そのことも考慮した上で、今後のふるさとの家の

管理運営については関係各位と協議した結果、先ほ

ども申し上げましたとおり、昨今のホテル業界の厳

しい状況や社会情勢などから、今後第三セクターと

して管理運営することが一番望ましいのではないか

と判断しているところでございます。 

よろしくご理解お願い申し上げます。 

○議長（山須田清一君）：小山内君。 

○議員（小山内浩一君・登壇）：平成２４年度から

第三セクターという新しい形でのという、村長の構

想をお聞きしたところでございます。 

まだ半年以上あり、いろいろな問題が多数あると

考えられます。 

まず私は、１つお願いというか質問、第三セクタ

ーや、直轄や民間になる方向３つがあると考えられ、

今までどおり公設民営化でやる、第三セクターでや

る、村直営で村営としてやるという３つの方法が考

えられる中、村長は今第三セクターと。 
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まず質問が１つ。まず既存のリゾート開発に勤め

ている方々の従業員の安定的な生活と不安を払拭す

ることは今大事なことではないかなと考えるところ

です。村民一人ひとりが猿払村の貴重な財産です。

その後働いている方々に不安を与えることなく、ス

ムーズな移行を私は望むと、望まれることだと考え

ますが、その点についてお聞きしたいと思います。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：これからのホテルふる

さとの家の経営方針等につきましては、これから分

析し、そして検証をしていく段階でございます。 

その結果によりますが、原則的には雇用の確保は

維持したいと思っているところでございますが、た

だこれからの分析によりまして、第３セクターでや

ることによりまして、縮小等とかこれからの方針と

してそのような縮小その他の変換変更などという結

論が出た場合におきましては、若干の合理化削減、

雇用者に関しましても縮小ということもありうると

は思っておりますが、ただその人たちもそういうこ

とがありましても、現在働いている人は他の場で雇

用するとか、そのようなフォローはするつもりでお

ります。 

以上でございます。 

○議長（山須田清一君）：小山内君。 

○議員（小山内浩一君・登壇）：私は、村長の答弁

には、安定的に従業員の方々は皆第三セクターにな

っても、直轄になっても雇用できる体制をという答

えを望んでいたのですが、これからのホテルのあり

方によっては、そのような可能性もあるということ。

私の願いとしてはやはり、今まであそこの施設の中

で、どんな方であってもプロとして接客もしてきた

し、調理も担当してきたし、管理もしてきた方がい

るわけですから、できればあの方々と一緒になって

私は新しい形をもって、ホテルが運営されることを

願います。 

また、１つ目の質問でもあったとおり、ソフト面

でのこれからの観光振興を図るに当たっても、やっ

ぱり人間というのは非常に大事な観光の材料だと考

えるところでございますので、ホテルの問題に関し

ては、経営者の問題やさまざま問題がこれからも発

生することとは考えますが、できれば私の考え方と

しては、村民の方々があそこでより多くの方がさら

に働いていただく。逆に村長は縮小を考えて他のと

ころで働いていただくという考えを示されましたが、

私はこれからはソフト面の振興を図って、ホテルで

働く人が１人でも２人でも増えるような、その策で

何があるんだ小山内と言われれば非常に難しいもの

ありますが、村と一緒になって、あそこで働く人が

増えるような観光振興策になるようなことを祈って、

次の質問に移りたいと思います。 

２項目目道の駅さるふつ公園内の指定管理者制度

についてということです。 

さるふつ公園内の各施設に対して、指定管理者制

度によって運営管理がされておりますが、ホテルの

経営形態が変わり、また先ほどの質問にあったとお

り、猿払村観光協会も独立した形になると考えたと

きに、公園の活性化、猿払の観光の活性化またコス

ト削減に向けた指定管理者制度の考えについて、村

長にお聞きします。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：ただいまのご質問にお

答えいたします。 

現在公園内施設につきましては、牛乳と肉の館、

ふるさとの家、憩いの湯の指定管理を３件、道の駅

さるふつ公園管理棟窓口業務委託１件で、合計４件

の施設管理をしておりますが、今後は施設管理の集

約化を目指した中で、管理コストの削減を図ってい

かなければならないと考えております。 

公園内施設の利用目的や管理体制について、今後

の内容を検討しながら、また猿払村観光協会が独立

して行う事業展開も円滑に推進できるよう、公園全

体の管理体制の見直しを図ってまいりたいと考えて

おりますので、よろしくお願い申し上げます。 

以上でございます。 

○議長（山須田清一君）：小山内君。 

○議員（小山内浩一君・登壇）：施設管理で３件、

窓口業務で１件で、計４件。 

私の質問の趣旨として、まとめてコスト削減だけ

をすればいいという考えではございません。あくま

でも複数の指定管理業者が入っていても、道の駅さ
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るふつ公園としてのその中の業務が、住民サービス

の低下を招くことなく、観光産業への低減を招くこ

となく、より広い意味で住民サービスの向上につな

がればと思います。 

また、猿払村観光協会もあそこで従業員を１人雇

うということになるわけですから、その観光協会も

含めて、先ほど産業課長とのやりとりもありました、

より観光協会が自立してよりよいものを考えていく

ためにはということも見据えた中、この指定管理者

制度をうまく猿払村観光協会に使えるような形にな

れば、またひとつの自立の足立てというか、きっか

けになのかなという思いをしております。 

今、公園全体の見直しを図ってよりよい形でとい

う答弁がございましたが、よりよい形、できれば１

つか２つでも具体的なことがあれば、産業課長また

村長からでもあればいいのですが、そのような形で

来年度からの見通しなどを教えていただければと思

います。 

○議長（山須田清一君）：小林産業課長。 

○産業課長（小林勝彦君・登壇）ただいまのご質問

でございますけども、議員さんが言われるのはこの

指定管理の経営するというか、業者を集約した中で

もって減らせばいいというような考えではないと。

あくまでも施設に応じた中での住民サービスを向上

させたの中での指定管理制度についてやってもらい

たいということでございますけども、今考えられる

のは先ほど申しましたけれども窓口業務に関しまし

ては１件民間業者に委託をしておりましてそこに将

来的には観光協会の事務所を職員等についてもそこ

に置くことによってまた新たな展開の中でもってコ

ストの低減を図っていけられないかと観光業務全体

とそれから管理棟をセットとした中でもってのコス

トの低減というものを今図っていければなというこ

とで検討はしております。あともう１点公衆浴場の

憩いの湯でございますけどもこの関係につきまして

も何回かご質問いただいた案件でございますけども

現在ふるさとの家につきまして今村長が言われたと

おり明年度から第三セクター方式の中で、新たな経

営を整えた中でもって経営診断した中で、経営を新

たなものにしていきたいといった中で当然出てくる

問題の１つとして浴場の問題だとかそういう問題も

出てくる形となります。その辺も含めた中で憩いの

湯についてもふるさとの家の関連性が十分あります

のでその辺を検討した上でもってコストの低減を図

っていきたいなというふうに考えております。以上

でございます。 

○議長（山須田清一君）：小山内君。 

○議員（小山内浩一君・登壇）：私は今のままの指

定管理者の数だとか業者の数だとかで行った方がい

いのではないかだとか、それとか、コスト削減は確

かにコスト削減は図るべきなんでしょうけど、コス

ト削減一辺倒でいくべきではないというふうに言っ

ていて、よりよくあそこの村の観光施設としてのさ

るふつ公園が観光客にも受けがいい、さるふつ公園

に行ったらあそこで指定管理者をしている窓口業務

の方、またあそこで働いてる方々や、それとか、住

民が憩いの湯を使ってもふるさとを使っても展示ス

ペースを使ってもより使いやすく、気軽に、また行

きたくなるような指定管理者制度の在り方も必要で

はないかなと。ただ今の指定管理者制度でなるとち

ょっと語弊があるかもしれませんが道の駅の施設の

管理とすれば掃除をしてきれいにしていればいいん

だというような施設管理のあり方ではなくて、より

観光客や村民に密着した指定管理者のあり方もある

のではないかなというそういう提言も含めて来年か

ら猿払村観光協会、またホテル、また今回今も指定

管理者になっている業者の方々も含めて、そのよう

な指定のあり方もあっていいのではないかなという

思いがこの質問の趣旨でございます。最後３項目目

猿払村乳肉加工施設牛乳と肉の館設置及び管理及び

業務に関する条例管理規則についてと。約３年ほど

前にも、この条例のことの件で、この場でいろいろ

議論があったと記憶しております。まず１番目に基

本条例の中に第５条の３第７項で加工施設で生産す

る商品の価格の限度額を設定しております。その理

由についてお聞きしたいと思います。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：ただいまのご質問にお

答えいたします。 
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本施設は、平成４年に設置した施設であり現在に

至る間に関係法令や制度の改正がありますが、基本

的には公の施設であることからその利用にかかわる

料金は、条例で定めるものと解しているところであ

ります。現行法令から具体的に引用しますと地方自

治法第２４４条の２第１項に公の施設の設置及び管

理に関する事項は条例で定めるとされ同条第３項で、

公の施設の指定管理がそして同条第８項では公の施

設の利用料金を指定管理者に収入させることができ

るとされ、同条第９項で、この場合の利用料金は条

例で定めるところにより指定管理者が定めるとされ

ておりますことから指定管理者の収入とする商品の

価額の上限を条例で設定しているところであります。

以上でございます。 

○議長（山須田清一君）：小山内君。 

○議員（小山内浩一君・登壇）：今の村長答弁で法

令で決まっていることでということ、今この条例を

この手にしているのですが、加工施設で生産販売す

る商品の価格の限度額は別表に定めるところによる

という条例がありまして、別表を見ますと、さるふ

つ牛乳２００ミリリットルが１６５円を限度とする

と。もう一度聞きたいのですが、限度を設定しなけ

ればいけないのか、下限は設定しなくていいのか、

そのところをお願いいたしたいと思います。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：公の施設であるという

考えから、住民に公平に公正にという考えでござい

ますので、上限値は必要でありますが、下限値は必

要ないと考えているところであります。 

○議長（山須田清一君）：小山内君。 

○議員（小山内浩一君・登壇）：理解しました。 

下限値は必要ないと、上限値だけ設定していれば

公の施設としてよろしいということなのですけれど

も、地方分権が叫ばれて久しい中、猿払村の条例で

国の法令によって決められている条例を適用をしな

ければいけない。非常に歯がゆい条例になっていま

す。巽村長もそちらの席に移ってから１年半が過ぎ、

その厳しさも事あるごとにこの場でもお話しになり、

いろんなご苦労はあると思いますが、できればやは

りこういう施設は、この牛乳と肉の館の施設は国の

施設ではなく、大きく言えば国民の施設でもなく、

猿払村民の施設であると考えたときに１番に村民が

一番使いやすい、村に携わる方々、観光客を含めて

ですが、そのような施設になるのが一番いいのでは

ないかなと、自由に施設が使える、自由に体験実習

ができる、その村の産物を使ってそれで多尐なりと

も金銭が得られる、そこで、地域での産業が回る通

貨が回る、そのようなことを考えた時にどうでしょ

う。この条例はそれに似合っているのかなとちょっ

と疑問を感じるところですが、今すぐにとは言いま

せんが、さまざまな省庁といろんなやりとりも必要

と思いますが、この金額の別表のところの価格の限

度等を撤廃するような手立てはこれから考えられま

せんでしょうか。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：今回このような解釈に

なっておりますのは、まず地方自治法の９６条で議

決行為として使用料の徴収が掲げられております。 

そしてまた第２２８条で使用料は条例で定めると

書かれて、決められております。それを踏まえて２

４４条の適用があるわけでございますが、ご存知の

ように私も納得はしておりません。 

実は前回の議会でもこのような質問がございまし

たし、また３年前から私も含めて各議員からこのよ

うな質問がございまして、実はこの度担当課長に私

が自信を持って答えれるように、きちんと整理して

くれという指示をしておりました。この質問が出る

前でございます。出る前からそういう指示をしてお

りました。はっきり申し上げて、今回もこの質問が

来るとか想定しておりませんでした。もう尐し時間

がいただけるのかと。 

また、前回の議会におきましても、委員会等で協

議するというようなことになっていたかと思ってお

りますので、議員の皆様、そしてこちらの内部でも

いろいろ議論してお互いにすっきりいたしまして次

回は私がどちらの結論が出ましても自信を持って答

弁できるような状況になりたいと思っておりますの

で、今回はちょっと勘弁していただきたいと思って

おりますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（山須田清一君）：小山内君。 
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○議員（小山内浩一君・登壇）：それでは２番目の

質問に移りますが、今の村長の答弁を聞くと２番目

の質問も非常にしにくくなっているんですが、次に

牛乳と肉の館の管理規則というのがありまして、管

理規則の中に第４条第１項第４条第５号に体験実習

での製造品を販売しないこととあります。これも同

じような国の法律によって村の条例で縛りがあると

は考えるところなんですが、その理由について今一

度お答えをいただきたいと思います。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：ただいま質問にお答え

いたします。 

まず第一に申し上げますことは、牛乳と肉の館で

実施する体験実習は、酪農畜産のイメージアップの

ため、村民に乳製品の製作実施をしていただくとい

うことであり、当初よりその製作した乳製品を販売

するということは想定すらしていないということで

あります。そして、ここでこれを禁じているのは、

実習した製品を販売し事故に至った場合において、

村に一切責任はないということを明確にしているも

のであります。 

先も述べましたとおり、本施設は公の施設であり、

その利用に当たっては、設置の目的に沿って行われ

るべきと考えておりますので、実習において製作し

た乳製品を販売するのではなく、販売を目的とした

乳製品を制作していただくこととなり、その場合は

当然のごとく法令に定めがある許認可等を自分で取

得していただく必要があると考えております。 

以上でございます。 

○議長（山須田清一君）：小山内君。 

○議員（小山内浩一君・登壇）：体験実習での製造

品を販売しないということで今の答弁で理解したと

ころでありますが、体験実習とその施設を使っての

製造販売を目的とする製造のところのやはり線引き

をきちっとしていただいて販売目的としての製造と

いうのは、牛乳と肉の館では可能というふうに理解

したんですが、いま一度そのことだけ、イエス・ノ

ーだけでよろしいのでお願いしたいと思います。 

○議長（山須田清一君）：小林産業課長。 

○産業課長（小林勝彦君）：ただいまの件でござい

ますけども、村長の方から先ほどからありますけど

も、施設の目的において体験実習をするということ

が目的でありまして、そこで販売をするということ

については、あくまでも畜産公社の業務委託の中で

販売行為はあるんですけども、体験実習をさらにし

たものを販売するとなりますと、それが可能か可能

ででないかというのはこれは平成１６年のときにも

模様替え等を行った経過がございまして、当然国の

方にその辺の施設の模様替えについてもご相談して

おります。 

今も例えば体験実習をしたものをあそこで販売で

きるかどうかということについては、村が直接判断

をできない面もございますので、その辺については

振興局を通じた中でもって、国の方にもそういうも

のは可能なものかどうかを聞いてみなかったらわか

らない状況にありますので、その辺今後振興局宗谷

総合振興局を通じた中でもって、そういうことが可

能なのかどうかについてちょっと意見を聞いておき

たいと思っておりますので、その辺よろしくお願い

したいと思います。 

○議長（山須田清一君）：小山内君。 

○議員（小山内浩一君・登壇）：すいません。もう

一度お聞きします。体験実習の施設としてつくった

建物なので体験実習したものはいいと。それは公の

施設での事故等を考えたときに、体験実習でつくっ

たものは売れないと。先ほどの村長の答弁。今私が

聞いているのは販売目的であそこの施設を使ってつ

くったものに対して販売等が村民ができるのか。そ

れのできるできないだけでいいのでもう一度お答え

をいただきたいと思います。 

○議長（山須田清一君）：小林産業課長。 

○産業課長（小林勝彦君・登壇）：先ほども申して

おりますけども、体験実習というか、あそこの施設

でもって販売を目的としてその使用が可能かどうか

ということについて国の方にその辺を調査してまい

りたいと。 

村の方で今国の許可を得ないであの施設が目的で

あってもともとの目的があります、本来の目的があ

りますので、あそこは販売目的として、１村民なり

が、販売目的てて使うという施設ではございません
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ので、その辺を可能なのかどうかのついて、道を通

じて国の方に聞いてまいりたいと思います。 

よろしくお願いします。 

○議長（山須田清一君）：小山内君。 

○議員（小山内浩一君・登壇）：わかりました。 

道、国、振興局を通じて聞いて、それでＯＫであ

れば使えると駄目であれば使えないということなん

でしょうけど、すいません、皆さん条例ない中で条

例の中で、第５条の３の２に村長は営利営業目的と

して使用する場合を除き次の各号に掲げる特別な理

由があるときは規定する使用料を免除することがで

きるという条文がありまして、営利営業を目的とし

て使用する場合を除きということは営利営業を目的

として使用するときもあるということですよね。裏

を返せば。であればこの条例がつくられたときには、

多分販売ができるというふうに私は認識していたん

ですけどどちらにしても今の答弁で言って振興局を

通じて確認をしなければということなんで早急に振

興局を通じて確認していただいて、私の認識として

は認識というか私の思いとしては村民誰もがあの施

設を有効に利用して１つでも多くの村で売れる特産

物を作ったり自分たちのオリジナルのものをつくる

ような施設になることが私は理想と思ってこの質問

等もしたところでありますが、ちょっと今の答えで

販売目的はできないということが明確に、明確にと

いうかわからないということになったものですから

できれば早急に振興局の方に問い合わせていただい

て１日でも１カ月でも早くあの施設が自由にという

か村民が使えるような施設になっていただきたいと

思います。それに関連して３番目の質問ももう入っ

ていると思うんですが、村民の方に対して、加工施

設のより一層の使用を促すことが重要なことと私は

考えます。より施設が使いやすく、産業の振興、観

光の振興のためになるような使用条例になるべきと

私は考えます。今の私の質問、意見等も踏まえて条

例改正も含めて村長の考えをいま１度をお聞きしま

す。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：ただいまの質問にお答

えいたします。 

先ほどより申し上げますとおり、本施設は公の施

設であり、その利用に当たっては設置の目的に沿っ

て行われるべきと考えておりますと共に、その設置

の目的は、条例が示しているとおりでございます。 

ご存じのこととは存じますが、本施設の設置条例

第１条では、設置の目的として本村産の乳肉製品の

消費拡大と豊かで活力ある村づくりをさらに、第５

条において酪農畜産のイメージアップを掲げ、これ

を実現するための業務として第４条において地場畜

産物の処理、加工及び加工製品の販売製品の流通に

関する調査研究地場産業物の加工品の研究、開発畜

産物加工技術の研修普及をまた第５条には体験実習

室を設け、村民の利用に供するとしております。 

これらは本施設における牛乳乳製品の製造・販売

が、本村酪農業を象徴する事業であり、本村酪農家

が生産する生乳が、飲用としても十分な品質を備え

ていることを証明するものであるとともに、積雪・

寒冷の北の大地にあって、唯一酪農に生きる道を見

出した開拓者たちの想像を絶する辛苦の積み重ねが、

この豊かな恵みの源であり、安全・安心、そして良

質な食品を生産している自負を胸に刻むためにも不

可欠な事業であることを意味しております。 

村民に、そしてこの地を訪れる観光客に、酪農家

が誇りとする牛乳を提供することは、酪農を基幹産

業として位置づけ、夢と希望にあふれ、孫の代まで

安心して暮らせる村づくりを支える重要な産業とし

て、さらに発展させるためにも継続していかなけれ

ばならないものと考えておりますので、このことを

中心に備えながら、目的達成のために効果的である

と思われる利用方法があれば取り入れていきたいと

考えておるところでございます。 

以上でございます。 

○議長（山須田清一君）：小山内君。 

○議員（小山内浩一君・登壇）：最後の質問も終わ

り、いろんな国の条例や法令でいろんな足かせがあ

って、村でやりたいことができないのも重々承知の

上、この質問をさせていただきましたが、皆さんも

ご承知のとおり、１つ例を挙げると廃校になった学

校を地域で自由に使いたいとなったときにある一定

の消化期間というか期間が過ぎなければ、その施設
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を他のものに転用したときに、国に対して文科省に

対して補助金を返さなければいけないという事例が

あるそうです。ある地域では首長をはじめ職員が一

体になって文科省に通い、その学校施設をその地域

のためにグループホームか何か老健施設かなんかの

ような形に変えたそうです。 

今この場でも、私スクールバスの件でも質問した

経緯がありますが、スクールバスに対しても同じ地

域を通るのに、子どもたちのために利用できるが、

一住民がそれに乗ろうとしたら乗れない、今も現実

的にそれが猿払村の中でもあると。ここでも私も何

年か前に質問させていただいて、スクールバスを何

とか一般住民にも使えるような形でできないかとい

う話もしたことはあります。 

先ほども話しましたが、地方分権が叫ばれている

の中、でも実際は地方にそんなにそんなに権利が来

ているわけではない。やっぱり猿払村がその先駆者

となって村民のため、猿払村のために使いにくい条

例は、国のためにあるわけではない村民のためにあ

るということを１つ目的を持って法令の解釈の仕方

各省庁に通っていただいてこの乳肉加工施設の条例

だけでなくほかの問題これからも出る今回の議案に

もなっているデマンド交通の問題もいろいろ法令の

中で足かせがありました。その辺も含めて特区まで

とは言いませんが、よりよい猿払村になるためにこ

れからも村長始めとしていろんな省庁、機関とかに

通ってよりよい条例でよりよい、使いやすい施設が

できることを祈って、私の質問を終わります。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：ただいまご質問がござ

いませんでしたが、あえて答弁させていただきます。 

このたびの震災の状況を見てもわかるとおり、日

本は法治国家でありまして、法律がなければ何もで

きません。振興復旧も進みません。復興するために

法律なり条例が必要なのであります。 

法律・条例は住民の福祉を向上させるために作ら

れるのでありまして、何かをさせないために作るわ

けではございません。本当に住民の福祉の向上に役

立つ条例であれば、それは当然改正しなければなり

ませんし、しかしそうならないいろんな事情もある

ようでございます。 

実は、今回の限度額についても、この条例が作ら

れた当時から随分いろんな議論がされているようで

ございます。その中であえて限度額を設定している

という状況のようでございます。それらの経過を踏

まえ、もう２０年ぐらい経過しておりますので、法

令の解釈・条例の解釈も当然変わるものであります

し、先ほど来議員がおっしゃっているとおり、地方

分権は自分たちで考え自分たちで分析し、そして自

分達で行うというのが地方分権の考えでございます

から、我々も一生懸命勉強して分析して、本当にで

きるのかできないのか、その辺を踏まえながら、そ

して慎重に慎重に議論を重ねて、多尐の時間がかか

るかもしれませんが、これは地方分権という考え方

にとりましても非常に大事なことでございますので、

もう一度じっくり検討して協議を重ねてまいりたい

と思っておりますので、ご理解をよろしくお願い申

し上げます。 

以上でございます。 

○議長（山須田清一君）：ここで、昼食のため、午

後１時まで休憩いたします。 

 

休憩 午前１０時４７分 

      再開 午前１１時０２分 

 

○議長（山須田清一君）：休憩前に引き続き、会議

を開きます。 

一般質問を続行します 

 眞田君。 

○議員（眞田勝也君・登壇）：それでは、一般質問

の通告書に基づきまして、３点について質問いたし

ます。 

まず第１点目でございます。今この自治体で管理

している公の施設この施設の利活用それを促して住

民生活をより豊かなものにするそういう観点から１

点目の公共施設の有効活用対策についてお伺いした

いと思います。平成２０年度から公共施設の使用に

ついて地方財政の逼迫によりまして全国的に施設利

用の有料化が実施されたところでございます。本村
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にあっても５年程度を経過いたしましたが住民も施

設の有効利用に対して応分の負担をするということ

に対しては一定程度理解されてきたところであると

いうふうに考えております。大切な住民の施設財産

でありますから有効に活用されることが第１である

という観点からこんにちまでの経過の中でさらなる

有効活用対策と使用料賦課体系の見直しの必要性に

ついて考え方をお伺いしたいと思います。まず１つ

目に使用料賦課徴収前と徴収後の施設利用数の実態

把握はどうなっているのか。使用料負担のため著し

い利用の減になった施設はないのか。また全く利用

されなくなった遊休施設こういったものが存在しな

いのか。どう分析されているか。お伺いしたい。ま

たより有効な活用を促すための施策の展開について

どのように考えているかまず第１点お伺いしたいと

思います。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：ただいまの質問にお答

えいたします。 

施設利用の有料化は、行財政改革の一環として、

平成２０年度に体育施設、さるふつ公園施設など使

用料を設定し、料金の徴収を行っております。 

ご質問の利用の実績は、スポーツセンター始め体

育施設全体では、平成１９年度と比較して、有料化

スタートの２０年度は１０％ほどの利用者の減尐と

なりましたが、２２年度実績では１９年度の利用数

とほぼ同じ人数となっております。ただし、各学校

開放は徐々に利用者が減尐し、２２年度は１９年度

に比べると２５％程度の利用者数と著しい減尐とな

っております。 

公園施設では、バンガロー・キャンプ場の両施設

は、おおむね６５％の利用者数まで減尐しておりま

す。なお、公園パークゴルフ場の利用者数は、現方

式での把握が２１年度からであり、２１年度・２２

年度とほぼ横ばいで推移しております。 

全く利用なしの施設は、バスターミナル２階ホー

ルの１施設となっております。 

以上が、有料化後の利用実績でありますが、今後

の公共施設使用料は、平成２０年度から平成２２年

度までの３カ年の利用者数の推移を基に、減尐の原

因や徴収に当たっての課題、行革の成果などを含め

検討中であり、具体的な方針が定まった段階で議会

へ提案の予定でおります。 

また、有効活用の促進に向け、スポーツ参加機会

を提供する活動を検討しているところでございます。

以上でございます。 

○議長（山須田清一君）：眞田君。 

○議員（眞田勝也君・登壇）：使用の実態について、

また利用の実態について、おおむね１０％の減にと

どまっていると。学校については２０％以上の減、

パークゴルフ場については平均的にだいたい横ばい

状態だというふうな回答がありました。減尐してい

る理由につきましては改めてこの減尐の理由を分析

をして今後の対策を定めていくという答弁いただき

ましたからそれで納得するわけでございますけれど

も、各々の公の施設この中で、今も言われたように

全く利用されなくなった施設とこういうものも１施

設でございます。また利用が尐ない施設こういった

ものをどう今後管理していくのか。これはやはりこ

のままでただ、維持管理費を投入していくという現

状のあり方がどうにも疑問でしようがないわけでご

ざいますけど、有効活用するための施設でございま

すから若干の施設の改修、そういったものが伴った

としても有効に活用するこれも大前提だろうという

ふうに思いますので速やかに対応すべきと考えます

が、いかがでしょうか。 

○議長（山須田清一君）：森財政企画課長。 

○財政企画課長（森 克彦君・登壇）：ただいま眞

田議員からご質問のありました全く利用されなくな

った施設ということに限って、ちょっと答弁させて

いただきたいと思います。 

今回全く利用されなくなった施設というのは、バ

スターミナルの２階部分ということでありまして、

たまたまバスターミナルの利用に関しては、ある団

体から申し出がありまして、空いているからちょっ

と貸してくれというような依頼がありまして、検討

の結果とりあえず貸し出したというようなことであ

ります。 

しかしながら、バスターミナル施設というのは完

全な遊休施設ということはございません。たまたま
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２階の空きスペース部分、それが空いているという

ことです。１階部分については、当然バスターミナ

ルの乗客の待合室またはバスターミナル事務室、そ

れから村営バスの事務室と、２階部分の１室におき

ましてはバス運転手の休憩施設というような形で利

用しておりまして、全く管理をしていないというよ

うなことではございません。 

そうした中で、たまたま有料化になった段階で、

他の施設へ移行があったというふうに聞いておりま

すので、その辺ちょっとこちらとしては完全な遊休

施設というような理解はしておりませんので、その

辺ちょっと答弁になるどうかわかりませんが、そう

いうことでございます。 

○議長（山須田清一君）：眞田君。 

○議員（眞田勝也君・登壇）：完全に使われなくな

った施設云々という部分では答弁については結構で

ございます。しかし、その他にも使用料を取るよう

になってから使われなくなったのか。それとも利用

の要求が尐なくなってきたのか。そういうところの

分析がきちっとされなければ今後の対応が非常に難

しいと思いますね。答えも出せないんじゃないかと

思います。ということで実態的に時代にそぐわない

施設であって、そういうもので利用の実態に合わな

いから使いませんという場合と使用料賦課徴収する

という考え方はまた別の角度なのですね。したがっ

て私は有効に活用するために対策を施策を練るべき

だというふうに思いますし、全く時代のニーズに合

わない施設であれば廃止無駄な経費をかけるべきで

はないという観点両方の観点が必要だと思いますけ

ども、簡単にその部分について、実態を答弁願いま

す。 

○議長（山須田清一君）：坂本財政企画課主幹。 

○財政企画課主幹（坂本秀喜君・登壇）：ただいま

のご質問に回答させていただきます。 

先ほど村長からの答弁にもありましたとおり３年

間の利用状況を実績として根拠としまして現在、行

財政改革推進本部、管理職を中心とするチームで料

金のあり方がどうあるべきかというのを検討してお

ります。 

それの前提といたしまして、先ほど村長の方から、

おおむね利用数がこうなりましたという報告をさせ

ていただきました。しかし、その使用者数につきま

してはあくまで有料・無料の区別がなく利用されて

いる人たちの数です。 

今検討しようと思っておりますのは、平成１９年

以前、料金を徴収する前段に当たっての使用者数を

料金徴収対象の数がどの程度あるかというのを利用

日誌ですか、スポーツセンターであれば日誌を基に

調査をしております。それが現状どうなっているか

というのを、これから尐しの時間をいただきながら

検討していくと。 

もう１点、５年間ぐらいの中で村内の人口もかな

り減尐しております。その減尐している中でスポー

ツセンター等を利用するであろう方々の数おおむね

１０歳から８０歳ぐらいまでと考えまして人口の減

尐がどうなっているのかと、おおむね５年間で１２

０名ぐらい減っているというのはあるのですけども、

それらも含めてこれから検討していきたいというふ

うに思っております。 

あと、先ほど眞田議員が村長の答弁の中で認識さ

れた部分の訂正なんですけども、学校開放施設２５

％程度の減というふうに眞田議員が先ほどおっしゃ

られましたが、利用者数が２５％になったと。７５

％程度の減尐になっているということでありますの

で、よろしくお願いします。 

○議長（山須田清一君）：眞田君。 

○議員（眞田勝也君・登壇）：わかりました。 

それで私の質問の趣旨は、できるだけ今ある現状

の施設を有効に使っていただきたいと、そういうふ

うにやはり持っていくべきだろうと。そういうこと

で、住民ニーズと合わない施設があるのかないのか

という分析だとか、合わないとすればどう変えてい

けばいいのかだとか、そういう分析も必要だろうと。

そして大いに利用してもらうと。そして住民に豊か

な生活を送ってもらうその一助になればなと、そう

いう視点で今質問を続けております。 

そういうことでさらに、この分析を十分にしてい

ただいて、利用の促進の努力をしていただきたいと、

そのように思います。 

次の質問に移ります。次の質問でも関連はあるの
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ですけども、先日の新聞でスポーツの基本法が５０

年ぶりに全面改定されたという報道がなされて、そ

ういうことで内容についてはスポーツを通じて豊か

な生活を営むのは、すべての人々の権利、スポーツ

振興支援は国や自治体の責務だと位置づけられたと

いうふうに報道されておりました。住民がスポーツ

をより身近に、スポーツの視野を広げ、さらに欲を

言えばトップ選手なんか育成できたらなと。何かそ

ういうきっかけづくりにもなったらなと。そんなよ

うなことも考えながらスポーツセンターとか環境改

善センター、それと老人憩いの家、これら一体の施

設をこれは利用頻度がはあまり多いというふうに私

はとらえていないんですけども、そういう体育施設

等の利用について高校だとか、大学、社会人含めて

合宿の誘致を有効活用という観点からそういうこと

も視野に入れていったらなという提案をしたいんで

すけれども、その辺りの認識をお伺いしたいと思い

ます。 

○議長（山須田清一君）：三浦教育長。 

○教育長（三浦高志君・登壇）：お答えをいたしま

す。 

スポーツ施設に関連したご質問でしたので、教育

委員会の方から考え方をご答弁したいと思います。 

あの施設の利用について有料か無料かという問題

と、それから議員がおっしゃるように有効に利用す

るための政策というのはまだ別な視点が必要なんだ

ろうというふうに教育委員会としても思っていると

ころです。 

議員の方から今ご提案をいただきましたけれども、

施設はやっぱり利用されなければ価値がないと。せ

っかく大きなお金をかけて、そして維持をするため

にも非常にたくさんの税金等がかかるわけですから、

是非有効活用策を検討しなければならないと。 

現在私どもも具体的な答えを持っているわけでは

ありませんけれども、しかし施設の有効利用にはや

っぱり利用者視点に立った条件の整備というものが

何なのかを考える必要があろうかと思っています。

具体的には利用しやすい料金というのはもちろんそ

こにも含まれるのかもしれませんし、例えばスポー

ツの施設には一定の指導者や相談ができる体制があ

る、あるいは必要に応じてその活動プログラムとが

提供されると、そういったいわゆるソフト的な面が

施設にどれだけ備わっているかということは非常に

大きな要素だろうと思います。 

もう１つは、その施設を利用して村民に影響を与

えるような活用ができるかどうかというところも大

きな視点であります。 

そういった意味では、合宿の誘致も含めて、例え

ば岩見沢教育大学では、地域連携事業として岩見沢

教育大学は今スポーツ関係の専門指導者養成施設な

っていますけれども、そういったところと具体的な

協議ができれば職員、大学生を派遣をしてくれると

いうそういった道もあるかなというふうにも情報と

しては掴んでおりますので、そんなことも含めて行

政の方で、いろんな条件整備について検討すること

が教育委員会としても必要というふうに考えている

ところであります。 

以上です。 

○議長（山須田清一君）：眞田君。 

○議員（眞田勝也君・登壇）：よくわかりました。 

そういった意味で他の先進事例等もやっぱりきち

んと勉強しながらこれらの可能性の検討を十分して

いただきたいと希望しておきます。 

それで、２番目の質問に入りますけれども、猿払

村の体育施設等条例の別表６で使用料これ何施設あ

りますか、７施設ありますけれども共通年間券が発

行されております。 

それと、さるふつ公園のパークゴルフ場は設置管

理条例に基づいてまた別の使用料の賦課になってお

ります。 

さらには牛乳と肉の館の設置管理条例の使用料こ

れは別々の使用料設定になっていると。 

ということからして、複数の施設を一住民が利用

する場合に、相当な負担になるということも一つ考

えられるのではないだろうかと。そういった意味で、

利用する住民の負担軽減、それとさらに積極的に住

民に施設を使っていただく、そういう意味から猿払

村には全施設一括の公共施設の共通の年間の利用券

・使用券そういうものの発行は可能かどうか、これ

らについていかがでしょうか、考え方は。 
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○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：先ほどのご質問でもお

答えいたしましたが、利用実績に基づいて、公共施

設の使用料金等を検討しておるところでございます。 

その中で、共通利用券も検討したいと考えており

ますが、ご提案の全施設共通年間券となりますと、

憩いの湯や牛乳と肉の館など、設置の目的や利用の

形態、活動内容など現在発行しております共通利用

券施設と違いがあるため今のところ難しいと考えて

おります。現在の体育施設７施設の共通券フリーパ

スポートの発行は年間１枚程度となっているため、

村民の各施設の利用の促進に向けて、利用施設の拡

大が可能かどうか検討を進めてまいりたいと思って

いるところでございます。 

以上でございます。 

○議長（山須田清一君）：眞田君。 

○議員（眞田勝也君・登壇）：全施設の共通利用券

は利用目的等各々違うという実態の中からちょっと

難しい部分があるというふうな答弁をいただきまし

た。 

この全施設の共通券といっても、ほとんど住民の

中でそういうニーズがある人は限られた人数だろう

というふうに思います。 

しかし健康な住民を作るという意味でも、心身共

にですね、そういう意味からいっても、あらゆる活

動の範囲を広げていただいて、尐ない人口の中で複

数の活動してもらわなければ、やはり各々の目的別

でやっていくとどうしても限界があると、利用の実

態に限界が生じてくるということもありますから、

ぜひ検討いただきたいとそのように思います。答弁

は不要でございます。希望しておきます。 

２番目に入りますけれども、災害は忘れたころに

やってくるということで、昔からのことわざでござ

います。防災の心構えがだいたい風化したころにだ

いたい災害に見舞われていると。災害に遭ったとし

ても、被災の程度が軽く収まるような日頃の心構え

が必要だろうという観点から、猿払村の防災対策に

ついてお伺いしたいと思います。 

まず質問に入る前に、被災された方々に対して心

からお見舞いを申し上げながら質問に入らせていた

だきます。 

平成２３年の３月定例議会中の３月１１日に、東

日本大震災が発生しました。ここにも通告書にも書

いておりますけれども、１万５千数百人の死者、行

方不明は８０００人に及ぶ地震津波被害、さらには

原子力災害も伴う過去に例を見ない大災害をもたら

したところでございます。 

過去に何回も津波被害に頻繁に襲われて、対策や

住民の心構えもある程度整った状況にあった東北地

方であっても防ぐことができなかった想定を超える

大規模なものであったのだろうというふうに考えま

す。 

近年、世界的にも各地で異常気象による各種災害

が発生しております。また津波地震被害が頻発して

おります。 

日本においては、北海道南西沖地震、阪神淡路大

震災など多くの犠牲者を出したことは記憶に新しい

ところございます。 

幸いにして、本村においては大きな災害もない状

況ではありますが、東日本大震災は大きな教訓を残

してくれました。本村においても災害対策というも

のについて、改めて対策については、急を要するも

のと考えます。 

そこでお伺いします。災害対策基本法の規定に基

づき平成２年に本村も地域防災計画を樹立し、災害

対応がなされてきたところでありますが、北海道南

西沖地震津波をきっかけとして防災計画の大幅な見

直し、改定を余儀なくされてきたところでございま

す。平成１５年に新たな猿払村地域防災計画が策定

されたと記憶しておりますが、これは改定前の防災

計画がそうであったように、行政、防災関係機関、

住民ともども防災計画が大きな簿冊として残ってい

た計画ありきで、計画に基づいた防災意識対策そう

いったものが機能していなかったと、そういうこと

が改定のきっかけとなったわけでございます。 

それとさらには、今回も平成１５年に計画された

防災計画も計画はあるけれども、本当に機能してい

るんだろうか。みんな紐解いて日ごろから災害があ

った場合に、それにどう対応していけばいいのか、

心構えだとかそういった認識が欠落している部分が
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ないのだろうか、そういった部分が極めて疑問な部

分も私にはあるわけですね。そういった部分で、こ

の計画そのものを今一度やっぱり検証する必要もあ

ろうと考えますが、いかがお考えでしょうか。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：ただいまの質問にお答

えいたします。 

議員ご指摘のとおり、これまで国内で大規模な地

震災害等が発生したのち、都道府県単位の地域防災

計画の大幅な見直しが実施され、それに伴い各市町

村計画の見直しが実施されてきました。大きな災害

のあとは行政としても危機意識を高く保ち、防災意

識啓発のための資料配布や、防災備蓄品の整備等を

進めておりましたが、年月の経過とともにその対策

が残念ながら低下していったのは事実でございます。 

比較的災害の尐ない地域である猿払村にあって、

今回の東日本大震災のような災害は今の地域防災計

画では想定されておりませんし、津波避難計画にあ

っては、海岸から内陸５キロメートルに位置してい

るものの、海抜５メートル以下の位置にある施設を

避難所に指定しているなど、避難場所や避難経路を

含めて大幅な見直しが必要と考えております。 

多くの犠牲者を生んだ今回の津波被災地は、過去

に幾度も津波被害に見舞われたことのある地域であ

りましたが、その避難率は１５．６％と言われてお

ります。自治体や自治会を中心に津波対策は十分に

されていたと認識しておりますが、これだけの犠牲

者が出たという事実は、日ごろからの防災意識と対

策がいかに必要かということを私たちに投げかけて

いるものと思いますので、直ちに現行の地域防災計

画の内容・対策についての検証を進め、実のある改

革に改定すべくその準備を進めてまいりたいと考え

ております。 

以上でございます。 

○議長（山須田清一君）：眞田君。 

○議員（眞田勝也君・登壇）：現状での防災計画そ

のものの内容をどう改正していけばいいのかという

ような部分では、先ほど同僚議員も質問があったよ

うなハザードマップ、避難所、果たしてこれでいい

のだろうか、北海道新聞で報道されておりましたけ

れども、猿払村の避難所においても１０メートル以

下２か所、５メートル以下１か所と記憶しておりま

す。そういうものはやはりきちっと見直さなければ

いけないと、ハザードマップもきちっと作らなけれ

ばいけないと、それも理解できますし、ぜひそうい

う改正が急がれるのだろうなというふうに思います。 

それと先ほど村長も同僚議員の質問の中で、今日

の新聞でもそういう計画は新たに云々というような

部分で出ていました。当然そういう必要性があろう

かと思います。早急にそういう対応を求めたいと思

います。 

さらに、私はこの防災計画そのものを改正する必

要性の内容という部分はそう多くない、今言ったよ

うな内容だろうと。しかし必要なのは計画に網羅さ

れている内容がきちっと実行されるのか、いざとい

うときに本当に機能するんだろうかということが心

配なのです。そういう趣旨で今ちょっと質問をして

いるのです。そういうことでは住民の生命、身体及

び財産を災害から保護するため、防災の万全を期す

ために防災計画を策定すると。防災の組織に関する

こと、災害予防に関すること、救済云々という災害

防災訓練について、防災思想の普及についていろい

ろ位置づけされております。個別具体的な課題検証

確認これが大事だというふうに私思うのです。それ

は日常的に取り組まれるというような雰囲気にぜひ

持っていっていただきたいなと。特に防災計画の中

に、防災会議というのもございます。災害対策本部

というのが組織されております。しかし、本当にい

ざという時これは機能するのだろうかと、そういう

チェックも当然しなければいけないだろうというふ

うに思いますし、災害を想定してそういう組織が機

能するかどうかの訓練をやはりしていくべきだろう

というふうに思います。 

先ほどいろいろ同僚議員との質問もダブる部分は

省いていきますけども、これについては、やはりぜ

ひそういう訓練をやっていただきたいなというふう

に思います。 

それと、過去において浜鬼志別で津波を想定した

避難訓練を行いました。ということを実は消防の支

署長にいつだったとそういう形で平成９年だったで
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すか、どういう内容でやったか記憶にちょっと薄ら

いでいるものがあったものですから再確認をしたと

いうころで、一番の課題は災害に対する意識が薄い

ということがまず第１だったのですね。もう意識を

高めるという、住民の意識を高める、危機感をちょ

っと煽るというような部分で効果があったのかなと

いうふうに思いますし、さらに災害弱者というので

すか、１人で逃げられない高齢者だとか病気がちな

人だとか子どもたちだとかいろんな対象を誰がどう

してどういう経路でそういう人たちを避難をカバー

していくか、お手伝いしていくかというようなこと

も含めて、これは確か避難訓練をやったというふう

に記憶しております。重点的にはそういうことなの

ですね。 

しかしやはり熱心な防災関係者がいればそういう

ことをやるのですけど、継続すると思いますけれど

も、やはり関心が薄らいでいくとそれが尻つぼみに

なってしまうと。やはり大切なのは継続してやって

いくことでないかというふうに理解しますので、村

長これについてぜひ組織的な訓練、それと先ほど同

僚議員も言いました地域での住民での避難訓練、そ

ういった意義を確認しながらぜひやっていただきた

いと思いますけれども、これについて何か意見があ

ればお伺いしたいと思います。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：ただいまの質問にお答

えいたします。 

私もほぼ議員の意見と同じでございます。 

先ほども同僚議員への一般質問でも答えておりま

すが、やはり今議員がおっしゃったとおりこの計画

が形だけのものにならないように常に危機感を職員、

住民含め常に危機感を持てるような状況を保ってい

きたいと思っておるところでございます。 

そのためにも今、皆さんはこの大震災を毎日目の

当たりにいたしまして非常に危機感が高まっている

時期でございます。このようなときだからこそ、先

ほど申し上げましたとおり、９月１日の防災の日前

後に全村レベルで本当の震災があったという想定の

もとで大規模な避難訓練を行いたいと思っていると

ころでございます。 

以上でございます。 

○議長（山須田清一君）：眞田君。 

○議員（眞田勝也君・登壇）：ぜひそういうことで

努力していただきたいと思います。 

さらに１点言わせていただければ、災害はすべて

行政・防災関係機関が対応するものではないと。防

災計画の位置づけの中でも村民の責務というのが表

現されております。やはりみずからの命はみずから

守っていかなければならない、そういう教育がなさ

れなければならない、こういうことも観点の１つ。

それとお互いに助け合わなければならない。災害弱

者に対してどういう対応をするのか。系統が系列化

していかなければならない。先ほどの情報の中では

自治会である程度弱者対策についての対応ができて

いるというふうに答弁されておりましたけれども、

いざというときに本当に対応できるのか。２重３重

の対応を考えていかなければならないだろうとふう

に思いますので、そのあたり、より厳しい形で対応

いただきたいというふうに要請しておきます。 

それと防災計画の災害の自主防災組織、これも私

自分で担当しているときに、ぜひこれは組織しなけ

ればいかんというふうに考えていたんですけども、

できなかった。結果的にできなかった。先ほど総務

課長から同僚議員の質問で自主防災組織は可能であ

ればそういうことで資器材の整備も含めて考えてい

きたいという答弁がありました。可能であればとい

うことではなく、ぜひこれは作っていかなければな

らないと思いますね。自主防災組織は。それとやは

りきちっと防災計画にもそれが表現がされておりま

す。できるような指導を行政が仕向けていって、こ

れを一つぜひ頑張ってやっていただきたいなとそう

いうふうに思います。これについてはあえて答弁は

求めませんけれども、そういった意味も含めて先般

的に防災計画をもう１回紐解いてみると職員全体で

議員も含めてそういう作業、それとそれを住民に徹

底していくという作業を積み重ねる必要があるとい

うふうに訴えて、この質問は終わりたいと思います。 

続きましてすべての住民に使い勝手の良い交通輸

送事業であることを願って、目的や年齢制限のない、

さらには中心市街地の活性化、商店の地元の消費を
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促したり、高齢者の活発な活動を促すことは極めて

重要だという観点から、猿払村福祉輸送事業につい

て質問したいと思います。今議会に提案されており

ます猿払村が福祉輸送事業は平成１８年１０月に道

路運送法の改正によりまして許可制度から登録制度

として取り扱いが明文化されました。市町村運営有

償運送・福祉有償運送・過疎地有償運送等の制度の

中から福祉輸送事業を選択したものとは理解します

が、以下の点について質問いたします。道路輸送法

改正前は許可制度であったと、それを登録制度に改

正されたと、どういう意図で改正されたのか現状で

認識理解されている事項があればお伺いしたいと思

います。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：ただいまの質問にお答

えいたします。 

市町村バスやＮＰＯ等によるボランティア有償運

送については、バス・タクシー事業者によっては十

分な運送サービスが提供されない場合に、地域の足

を確保する重要性を鑑み、公共の福祉を確保する観

点から、従来、自家用自動車による有償運送の例外

許可が行われてきたところでありますが、過疎化の

進行や尐子高齢化の進展により、生活交通の確保が

大きな課題となり、今後、こうした運送サービスは、

バス・タクシー事業者によるサービスを補完するも

のとして重要になると考えられております。 

このため、こうした運送サービスがより一層安全

・安心なものとして利用者に提供されるよう、例外

的な許可ではなく、法律上の位置づけが明確化され、

具体的には、実際の運送形態を踏まえ、新たに登録

制度が創設されました。 

猿払村においては、法改正以前から、協議会の協

議結果に基づく地方公共団体が自らバスの運行を行

う場合の有償運送許可を取得しており、法改正によ

り登録を受けたとみなされる地方公共団体として始

まり、現制度の規定の適用となっております。 

以上でございます。 

○議長（山須田清一君）：眞田君。 

○議員（眞田勝也君・登壇）：わかりました。ひな

形にもそういうことで書かれております。それにつ

いては理解はするんですけれども、であれば、であ

ればですよ、許可制度から登録制度に変えたという

ことは、市町村の自主性を重んじた、実態にあった

輸送施策が可能となるべく登録制度に変えられたと

いうふうに私は理解します。地方自治法に基づく普

通地方公共団体に対する国だとか北海道、我々の自

治体にどこまで関与できるのか、関与の基本原則こ

れはやはり我々の地方公共団体の自主性及び自立性

に配慮しなければならないと。地方分権一括法地域

主権に基づくもので地域の実態に合った事務事業事

務事業の実施が担保されるそういう方向に変わって

きたんだろうというふうに思うんですね。ところが

福祉輸送で考えるならばいろんな制限がございます。

年齢の制限利用者の制限がすごいんです。なぜ制限

をみずから課さなければならないのか。地方の実態、

猿払村の地域の実態に合った施策を講じるべき、足

の確保、運輸政策という、それが例えば今回この条

例で提案されておりますけれども、基本的に７０歳

以上でなければならないと、なぜ。自分たちの地域

の住民が利用しやすいような条例を制定しなければ

いけない、これは条例の精神だというふうに思うん

ですね、私は。そこがどうも理解できない。なぜ福

祉有償でなければならないのか。何回もこれについ

ては議論しております。議会の中で。なぜ福祉に限

定した施策政策でなければならないのか、運輸政策

でなければならないのか。目的を多く持って効果的

に運行できる輸送方法がなぜできないのか、どうに

も理解できない。国の関与があるとすれば、制度が

あるとすれば、どんなところなのか。国の関与とい

うのはまず法定主義の原則というものがあります。

法律に基づいて条例ではこういう制限を設けなけれ

ばならないと、そういう場合。それとこれが大事な

のですよ。必要最小限度の原則２４５条の３項に謳

われております。目的の達成のためには国の関与は

必要最低限度に止めなければならないというふうに

表現されているのです。だから地域の実態に合った

運行をみずから考えて実行しなさいと、するべきだ

と。住民の側に立った住民が使いやすい事業実施で

なければならないと私は思います。これについてご

意見いただきたいと思います。 
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○議長（山須田清一君）：眞坂総務課長。 

○総務課長（眞坂潤一君・登壇）：ただいまの眞田

議員のご質問にお答えしたいと思います。 

今回なぜ福祉輸送事業というさまざまな制約を持

ったものを取り入れたかという、最終的にはそうい

うご質問の内容でなかったかと思います。 

どんな方でも気軽にご利用できる輸送方法という

ことになりますと、今回ご提案申し上げました市町

村運営有償運送・それから福祉有償運送・過疎地有

償運送という枠を超えてしまうということに、簡単

に言えばそういうことになります。 

つまり、イコール簡単に言いますとタクシー事業

ということを市町村で業者が参入できなければ市町

村で運営しなければいけない、そういう方法も可能

ではあります。 

ただし、今回ご提案したような低価格での料金設

定が、タクシー業となるとできなくなってしまうの

も事実であります。 

いろんな法の制約があってというお話しでござい

ましたけれども、今回ご提案申し上げるまでには、

さまざまな手法をそれぞれいろいろさまざま検討し

た中で、今すぐ村で導入できるものはという、１０

月１日という宗谷バスの海回り路線の改定等もあっ

て、空白交通地帯が今度は知来別線から小石線に変

わるという大きな問題もあったりした関係もありま

して、作業的には急いだ部分も確かにございます。

ですが、さまざまな要件を検討した結果、住民の方

にもさほどご負担をいただかない範囲内で村として

もすぐ取り入れることが可能な事業ということで、

今回の福祉輸送事業という形でのご提案を差し上げ

てまいった次第でございます。 

そういうことですので、よろしくご理解願いたい

と思います。 

○議長（山須田清一君）：眞田君。 

○議員（眞田勝也君・登壇）：これは自家用有償旅

客運送の概要ということに基づいてこの改正がなさ

れて、改正道路運送法というのですか、それが許可

制度から登録制度に変わったと。それとこの中でな

ぜ国土交通省、運輸の方で一定の制限を設けなけれ

ばいけなかったのかというのはこれはバスだとか既

存のタクシー業者そういう業種に圧迫を加えてはい

けないよと、過度な競争を煽って共倒れになるよう

なことを避けようという意味で実は白タクだとかそ

ういった部分の一定の規制、それと新たな輸送方法

に規制をかけてきたわけですね。しかし現状では先

ほど村長が明確に答弁をいただきました。バスやタ

クシー事業十分な輸送サービスが提供されない、そ

ういう条件にないところ、そういう所がたくさんあ

るよと、それに対応するために皆さん考えていろん

な対策を実行するようなそういうような手段を確保

してくれたというふうに私は理解するんですよ。と

いうのは、地域主権を国も意識したと、そういうこ

となんですよ。だから言ってみればタクシーを運行

して、今福祉輸送であれば利用者が５００円負担し

て１，０００円を村で補助して１，５００円ですよ

ね。そういう形でいいじゃないですか。タクシーで

は誰でも乗れますよ。まちの活性化も図れますよ。

鬼志別に来ていろいろ娯楽も楽しめますよ。お酒を

ちょっと飲む機会もあるでしょう。食事をすること

もあるでしょう。福祉有償そういう限定された制度

の中でそういうものに利用できないじゃないですか。

なぜそういう制限されたことをみずからつくるのか。

国にがんじがらめに、法律でがんじがらめになって

いるものであればしょうがない部分もあるかもしれ

ません。しかし職員としては村長の立場とすればち

ょっとしつこくなりますけれども法令順守ですよね。

しかし我々の立場は法令遵守よりもむしろ住民が使

い勝手のいい方法は何かないかというふうに考える

のですよ。これは違いですね。執行権者と議会との

違いだと思うんです。ただそれだけでない、歩み寄

れるところはあるのではないですかと私言いたいの

です。なぜそこを何回も議会でも提案しているんだ

けどもある一定程度タクシーも検討してくれて、い

いところまでいったなと思ったら、がくっと変わっ

てしまっている。これしか方法はございません。本

当に住民がこれが使い勝手のいい制度なのか極めて

疑問だということで、総務課長にこれちょっとお伺

いしますけれども、運営協議会というのがございま

すよね。市町村運営有償運送にあって、地域公共交

通の会議を持つこの中で猿払村にも存在しますよね。
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なぜこういうのを設けられたのですか。こういう会

議を。これは国の方もですよ、陸運支局から恐らく

入っているのではないですか、メンバーに。という

ことは陸運支局も国の立場ばかり法律ばかり盾に云

々ということを言わない、地域の実態に皆さんの協

議している中で地域の実態にあったことは登録制と

認めていきますよという姿勢じゃないですか。その

あたりちょっと位置づけ、総務課長の判断。 

○議長（山須田清一君）：眞坂総務課長。 

○総務課長（眞坂潤一君）：確かにおっしゃるとお

り今回の福祉輸送事業を実施するに当たってはこの

協議会の決議がなければ旭川支局の方に登録をする

ことができません。その登録の前には必ず協議会の

決議が必要だという組織でございます。もちろんそ

の中に旭川陸運支局の方も入っております。構成の

メンバーがもしご必要であれば後で資料等をお届け

したいと思いますけれども、この場でこの協議会で

決定した事項ですべてが協議会の中で決まったこと

がすべてその分で登録できるかということになりま

すとまた若干話は変わってくるのでございますが、

今回の福祉事業については一応その協議会決定のも

とに登録制度になるということでご理解いただきた

いと思います。 

○議長（山須田清一君）：眞田君。 

○議員（眞田勝也君・登壇）：今言う運営協議会が

決めたことがすべて登録の条件ではないと、協議会

で協議がなされてことがすべて登録制度で認められ

るか、そうはいかんというそれはわかります。しか

しこの協議会というのは地域の自主性自立性を促し

地域の実態に合った運輸行政を実行する機会を与え

てくれたというふうに私は理解するのです。それは

総務課長そういうことですよね。だからそういうこ

とで対応する側もこういうことを視野に入れて住民

が利用しやすい誰もが利用できるような制度として

今後は発展させていくべきだとこういうことを訴え

ているんですよ。村長ご理解いただけましたでしょ

うか、言っている意味が。どうもちょっとしつこい

ようですけれども。そういったことで進めていきま

すけれども、今度の登録制度の中で福祉有償運送と

過疎地有償運送というのがございますね。これはな

ぜ過疎地、そちらの方、過疎地の方は制限もあまり

ないようなふうに思うんですよね。福祉とつくから

非常に難しい今後対応が迫られると、これは後でま

た議論されますけども、わかれば、明確にここが違

うんだということがわかればあとでよろしいですか

ら教えていただきたいと思います。これについては

答弁いらないですけれども６月１６日ですか。どさ

んこワイド１７９というものがありました。テレビ

放送。そこで見られた方もいると思います。遠軽町

旧生田原町、交通サポート、住民が担う公共交通の

ＮＰＯ。それと富良野市の東山地区地域によるコミ

ュニティ・カー、市が事業主体になっております。

住民がボランティアで公用車で送迎サービスを行う

ものです。現在の登録運転者数は１０名だそうです。

利用料は一般について１００円、高校生は５０円、

利用制限はほとんどない、そういった公共輸送手法

を取り入れた自治体が現実にあると。だから限られ

た目的での運行ではなく、車を持たないそして免許

も持たない、または高齢で運転免許も返上してしま

っていると、そういった交通弱者の対策は重要では

ないですか。ここで何回も議会で訴えております。

それと先ほども同僚議員が暮らし応援商品券の効果

について云々という質問もございました。効果を上

げるという観点からも足を確保してやらなければう

ちの地域性ではどうしようもできないじゃないです

か。猿払・浅茅野。商店も無いところもあります、

浜猿払。そういう人たちは足の無い人はどうします。

商品券なんて使えませんね。いろんな住民の批判も

そういうところに暮らしの応援商品券は理解するけ

れどもどうもそういうところにはそういう対策が本

当にどうなんだろうかという疑問を呈する住民もい

るということをわかっていただきたい。そういうこ

とをまず訴えておきたいと思います。それと村長こ

れは認識が一致すると思います。すべて行政に議会

側が求めているのですね。こういう対策について。

やはり他の市町村ではやっぱりＮＰＯだとか団体だ

とかボランティア団体が立ち上げて、自主的に運営

しているのですね。村長それを求めるでしょう、お

そらく。なぜそういう住民の意識が育たないんでし

ょうか。育たないとすれば、その理由は何か村長わ
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かりますか。やっぱり育てていく努力が必要だと思

いますね、対策が。今後これから教育長も変わりま

した。教育長、これからはそういうボランティア意

識そういったものの住民学習を十分してですね、そ

ういったことを住民に求めて十分教育してから、住

民に対してもあなた方の責任みずからという形が筋

じゃないかと。だから、それができてないから、ど

うしても行政に何とかしてくれ何とかしてくれとな

ってしまうと。そういうことで、今までの話でちょ

っと長くなりまして、村長感想がありましたら。教

育長も何かそこで感想がありましたら一言で結構で

ございます。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：ちょっと質問が尐し長

かったようでございまして、ちょっと要点を整理つ

かないのでございますが、今質問等を聞いておりま

して、私もこの事業については非常に切なく思って

いるところではございます。 

しかしながら、今、現状の、現状において、現実

的なのは今のこの制度を使って行うのがよろしいの

かなと思っているところでございます。尐なくとも

今村民の皆様には今回は使える方は一部ではござい

ますが、村民の皆様にはタクシーに近い事業ができ

るということが周知されるわけでございますから、

これをやることによりまして、これから本当に皆さ

んが使えるような有効なタクシー事業を目指してい

くまでの段階と捉えて、もう尐し時間をいただきた

いなと思うところでございます。まず、先ほどの制

度の話もしておりました。議員もおっしゃるとおり

この当地にあって一番有効的なのは私もこの３つの

中では過疎地有償運送になるのかなと思うところで

ございますが、しかしこれも今のところでは当地で

は難しいんではないのかなという見解をいただいて

おります。宗谷バスも走らず、全くの交通空白地帯

となればそういうことも可能かもしれませんが、現

状では尐し難しいのではないのかなという判断をい

ただいているところでございます。先ほどもおっし

ゃった質問等にありましたけれども、この過疎地有

償運送と市町村が行う市町村運営有償運送との違い

は主体が村であるかＮＰＯ等の非営利法人になるか

の違いでございます。私もできればですね、とりあ

えずこの地域ではまだ認められてはおりませんが、

できればＮＰＯ等によって、このタクシー事業が行

われるのが一番現実的可能性があることではないか

なと思っているところでございますが、正直言いま

して先ほども議員の言葉の中にもございましたけど、

なかなかそれをやってくれる人たちが集まらないと

いうのが現状でございます。私も何人か正式ではご

ざいませんがお頼みした経過もございますが、なか

なかそのような人はできないとをいうのが現状でご

ざいます。それはなぜかと今問われたのでございま

すが、なかなかこの長い歴史の中で、当地域では育

っていないというのが現状でございますし、またそ

のような地域をつくるというのが私の目標でもござ

います。そのためにもいつも申し上げているとおり

村がひとつとなりまして共通の認識のもとにこの村

を本当によくするんだと、自分たちはこの村で一生

を終えるわけでございますから、この村をよくし、

そして息子にも喜んで帰って来てもらうし、また孫

にまでも帰って来てほしいと、帰って来たくなるよ

うなそんな地域をつくるのが私の目標でございます

ので、何とかそのような地域になるよう最大限努力

してまいりたいと思っているところでございます。

以上でございます。 

○議長（山須田清一君）：三浦教育長。 

○教育長（三浦高志君・登壇）：ボランティア、あ

るいはＮＰＯ等、住民の方々が自主的に、主体的に

行動すると、そういった措置があって初めて行政と

連携をしながら地域づくりが展開をされていくと、

効果が上がっていくんだろうという議員のご指摘そ

のとおりだというふうに考えています。教育委員会

のかかわりの中ではいわゆる生涯学習それぞれの世

代それから青年尐年婦人そういった対象に応じた生

活課題というのがやっぱりあるんだろうと思います

からそういったところにどうやって住民の方々が踏

み込んで学習をして学んで生活に生かしていくかと

こういった視点では住民の方々が自主的に活動して

いくための教育行政の役割というものがあろうとい

うふうに考えています。それはとりもなおさずボラ

ンティア、あるいはＮＰＯ法人の設立活動というと
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ころに結びついていくんだろうというふうに思って

いますが、従来教育行政の中ではやはりいろんな制

約や限界があって一生懸命職員が動く時代からでき

るだけ住民の方々が自主的に展開していただくよう

な、そういった時代に変遷をしてきたというふうに

私も理解をしておりますけれども一報で情報だけは

きちんと流れるようになったけれども、その情報を、

心を打ってではやってみようと学んでみようとそう

いったところにやっぱりつながっていくような手だ

てというのは尐しおろそかになってきたのではない

だろうかという、そういった個人的には反省を持っ

ております。就任をさせていただきまして教育委員

会事務局の中で職員たちと実は１度話をさせていた

だきましたけれども届ける情報それから学びたいと

いうふうなそういった気持ちにも心を打つ取り組み

というのはただ流せばいいというものではなくて、

できるだけ直接届けるようにしようと、そういうよ

うな実はご相談もさせていただいたところです。教

育委員会の生涯学習推進という部分ではそういった

方向でできるだけ情報をそれぞれの地域や個人の方

々に届いてやってみようとそういうふうに思ってい

ただけるような努力を、今後していきたいというふ

うに思っております。直接のお答えにはなったかど

うかわかりませんけれども姿勢だけを今お伝えをし

ておわらさせていただきたいと思います。 

○議長（山須田清一君）：眞田君。 

○議員（眞田勝也君・登壇）：村長の言う答弁につ

いても十分理解できますし、なかなか理想と現実と

いうギャップいたし方ないと理解はしますけれども、

かといってあきらめては何もできないということも

ありますから粘り強くやはり対応していかなければ

いけないだろうと思います。これは答弁は求めませ

ん。それと今教育長から答弁いただきました。これ

はやはり、そういう住民を育てるというのは教育の

分野でもあると。やはり生涯学習というような部分

ではこれからの教育のあり方については力を入れて

頑張っていただきたいなというふうに思います。そ

れとこの部分の質問を終わらしていただきまして、

最後にちょっと心配もございます。５００円です。

輸送事業、ちょっと高過ぎるというふうな心配も実

はあるんです。もしも７０歳、７０歳未満は使えな

いことになるのですね。夫婦でパークゴルフに今日

は天気がいいから行ってみようかと。２人で１，０

００円、往復２，０００円になります。パークゴル

フ３００円ずつ払えば６００円になり、２，６００

円を支出させるの今の国民年金でのぎりぎりの生活

実態の状況の中で１回パークゴルフ行くのにそれだ

けかかるのかけなければいかんの余りにも実態とを

かけ離れてはいないか。そういったことを当然見直

しの対象として今云々というものではないですけど

も検討していただきたいというふうに思いますし、

それと今高齢者のサービス調整会議というのですか

支援会議というんですか、やられていますね。そう

いう対応の中で通院だとかそういったものの対応が

無料でなされております。消防やなんかについても

これやってますね。対応をされていると思います。

車両も持って。そういう人たちの無料での扱い、小

石のデマンド７０歳以上無料整合性がないんですよ。

もう尐し精査をしなければいけないですこういうも

のは。やっぱりやる上ではそれとだから今言うよう

に５００円が安いのか高いのかという議論は使う人

が実は３６９人という説明受けました。この福祉輸

送事業の中で。尐なくてもその事業の対象者の合意

を得て理解を得た上での事業化なんだろうなという

ふうに思いますけれども、本当に事情はありがたい、

村長よく取り組んでくれましたと言いたいんですけ

れども使われなかったらどうしようもできないです

よね。無駄ですね。まったく無駄です。これは細部

にわたっては条例の中でまた新たに整理成立させて

もらいますけども質問させてもらいますけども今や

っている既存の事業ですよ。通院サービスなんてす

ばらしい事業だと思うんですよ、私。みんながいろ

んな部署を乗り越えて枠を乗り越えてみんなが対応

しているのですよ。そういうものと競合してどうな

りますか。こっちはただ、こっちは有償だからそれ

を整理されなければだめですよ、村長。整理しなけ

れば。しないうちのあれは無理。こういう部分はま

た新たに条例の中で審議させていただきますけども

ぜひ、そういう部分をもしか矛盾があるとすれば、

住民が今後利用しやすい状況をつくり上げて下さい。
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私は無料で結構だと思いますし、年齢の制限を設け

るべきでないと。タクシーも運行させなさい。一般

の利用者については一般で利用するという部分につ

いては普通のタクシー並みの料金をとっても構わな

いと思います。そんなことも考慮に入れながら条例

は別にしてもやっぱり半年ぐらいで見直してもらわ

なければやはりいけないと思いますよね、実態に合

うようなそういうことも要望しながら、質問を終わ

りたいと思います。 

○議長（山須田清一君）：ここで２時３５分まで休

憩します。 

 

休憩 午前１０時４７分 

再開 午前１１時０２分 

 

○議長（山須田清一君）：休憩前に引き続き会議を

開きます。 

一般質問を続行いたします。 

６番、野村君。 

○議員（野村雅男君・登壇）：野村でございます。

一般質問をいたしたいと思います。 

１番目に、まず猿払村の観光について課題は何か

ということを伺いたいなと思います。 

先に同僚の小山内議員も観光の質問をしておりま

したので、だいぶん村長あるいは猿払村のこれから

あるべき観光という姿が答弁の中でも明らかになっ

てきたところもあります。 

それで、なかなかこの観光というのは、大変村長

ほかお思いになっていると思いますけど、なかなか

大変どのような形で進めればいいのかということは

大変選択として難しい面もあると思いますが、今年

は、やはり観光協会事務局を役場の中から、もう尐

し活動の範囲がフリーハンドでできるような観光協

会の事務局を役場の外局に出すと。それで、一般の

いわゆるやる気のある人をその事務局長として迎え

入れると。そういう思い切った選択をとられたとそ

ういうふうに私は考えております。 

また、そういう中で、やはり新たな観光協会が主

体となって観光のそういう道しるべ、今後猿払村の

観光をどのように推し進めるか、やはりそういうこ

とに当たりましても、私も大変僣越ではございます

が、ちょうど２０歳ぐらいの頃に、当時の初代の観

光の協会の会長でありました故人でありますけれど

も、石五ただし会長の方から私の父の経営する店に

私おりましたので、父の方からこういう形で、観光

協会としてバスのツアーが入って来ると。それで、

公園に猿払農協で集乳所で作りました牛乳を毎日電

話がかかってきて、今日は２０本、今日は１５本、

それとあわせて珍味とかを青空で販売した、そうい

う夏の経緯をちょっと今思い出しております。 

しかし、そのときはまだこの国道２３８号線猿払

市街はもちろんなのですけども、稚内へ行く方も恐

らく全部砂利道だったと、そういう時代のような背

景のような気がいたします。 

それが、バスのツアーといったような観光の１つ

の始まりなのかなと、今そんなふうに考えておりま

すが、しかし、その後やはり地元有志でさるふつ観

光開発株式会社を作って、ドライブインの運営に当

たったり、またその後民間というか個人に売却をし

て、それも経営をしていただいたという経緯の中で、

今また公園の中にあるふるさとの家は建築２３年。

ちょうど先日、さるふつリゾートの株主総会があり

ましたので、２３期の株主総会を迎えたと。そうい

うような、その当時から見るとさま変わりするよう

な状況にになってきております。 

それだけ日本全体、またあるいは、世界全体も昭

和４０年代とは違って裕福に、そしてまた、そうい

う旅行を楽しむと、そういう機会が多数あるだろう

そういう環境の中にあって、これからの村の観光は

どうしていけばいいのか、そういうような課題が大

変この観光の行政を進める上で、やはり皆さんが英

知を合わせてやっていかなければこれはうまくいか

ないだろうと。 

私は、自然の景観あるいはまたそういうハードの

面での施設、こういうことも大変大事なことであり

ます。 

しかし、やはりそれに携わる人あるいは我々村民

が、来訪する方々と接してみて、やはり自らを研鑽

をしながら迎え入れる気持ちを高めていく、こうい

うようなことがやはり大切ではないかなと、そんな
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ふうに思うところでございます。 

前段で小山内議員も大変、そういうところにいろ

いろ質問の配慮をしておりましたので、私はさるふ

つ公園の、この村の観光の拠点と、こういうことが

位置づけられているのではないのかと。 

それから、さるふつ公園の中には、ホテルだけで

なくて、やはり道の駅もございます。 

かつてはありましたけれども、日ロ友好記念館は

廃館になっております。またすぐ側には牛乳と肉の

館もあると。あるいはまた昨年ですか、名前はど忘

れしてしまいましたけれども、体験施設と上の方で

は焼き肉バーベキューをする施設もある。それと去

年道の駅の一部を一般のなんと申しますか解放され

たそういうスペースを作って出店スペースですね、

あそこを村内の皆さん方に自由に使っていただいて、

そういうイベントをやっていただこうと、こういう

ことでございますけれども、やはりホテルふるさと

の家も建設年度から２３年、第１期工事で、２期工

事につきましても、恐らくちょっと私もきちっと把

握はしておりませんけども１５年は超えているだろ

うと、そういう中で、やはりこれからも村が第三セ

クターとして経営していく中で、やはり必要なもの

については、やっぱり改修をすべきだろうと。 

また、施設としてあるいは目的は達したというこ

とで、必要のない施設についてはやっぱりどこかの

段階で整理をしていくべきだろうと、そんなふうに

も考えますけれども、巽村長の基本的なこの施設、

これからホテルを第三セクターとやっていくという

ことで力強いご答弁をいただきたいなと思います。 

２点目につきましても、一緒に質問したいと思い

ますので、ホテルふるさとの家の改修につきまして

平成１８年以前にですね、ホテル側が負担して行っ

たものについて、寄附という形で村の方は採納して

いるわけですが、私はやはりホテル側とすれば当初

の村の執行部と話がきちっとついて、それでなけれ

ば３，０００万円もの大金をかけてやることはなか

ったとそんなふうに考えておりますけれども、ただ

結果として村の方に寄附をしたと。それは今後第三

セクターとしてやっていく中で、先般特別委員会の

中で、株主が評価は７割の評価であると。しかしそ

ういう３，０００万円も、１民間企業が寄附をして

段階になった、それで総体的な資本の価値が下がっ

たと。そんな形で私は考えますけれども、その辺に

ついてご答弁もいただければと思います。 

まず１点目について、よろしくお願いいたしたい

と思います。 

○議長（山須田清一君）：野村議員にお話しします

けれども、一般質問は一問一答という形式でもって

スタートして、何年もなっていると。それでもって

一問一答ということでもってお願いします。 

巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：ただいまの質問にお答

えいたします。 

ただいま野村議員の質問を聞きながら、議員が長

年にわたり猿払村の観光を見守っていたのだなとい

うことをつくづく感じながら聞いておったところで

ございます。 

ただいま議長からも申し入れがあったとおり、と

りあえず最初の質問にお答えいたしますので、よろ

しくお願いいたします。 

さるふつ公園内施設につきましては、平成６年度

に建設した旧サイクリングターミナル施設、現在の

道の駅管理棟がございます。この施設は、自転車の

利用量の減尐から、公園の管理棟として、小イベン

トが開催できるスペースの確保また２階部分につい

ては、これまで日ロ友好記念館に展示していた猿払

村の歴史的財産を展示できるスペースに改修し、観

光の窓口としての施設に改修して有効な活用を図っ

てきております。 

また、先ほども調べておりましたけれども、平成

元年と平成６年度に建設した猿払村ふるさとの家の

１号館及び２号館につきましては、さるふつ公園の

観光の拠点として、これまでも屋根の一部や内部の

給排水、暖房等施設の修繕を行ってきております。

今後も、本施設につきましては、計画的な維持補修

等をした中で、村民をはじめ観光客に喜んで使って

いただけるような施設として、維持していかなけれ

ばならないと考えております。 

公園内で老朽化が激しい施設としては、日ロ友好

記念館がございますが、この施設につきましては、
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先ほど申し上げましたが、中の展示品を道の駅管理

棟の２階に展示することで、本年度の観光シーズン

を見た中で、秋ごろに取り壊しを計画しております。 

また、昭和５８年度に猿払村の基幹産業の一つで

あります、酪農業の生乳生産２万トン突破を記念し

て、当時、猿払村農業協同組合が建て、村に寄附を

いただきました農業資料館と風雪の塔につきまして

は、観光客の撮影ポイントとして人気を呼んでいる

施設でありますが、農業資料館につきましては、内

外部を改修して用途変更も考え、今後も活用してま

いりたいと考えております。 

さるふつ温泉を廃止して、公衆浴場として営業を

しております憩いの湯につきましては、ふるさとの

家の今後の経営内容との関連もあることから、それ

ら全般を見据えた中で、将来的に公園全体のコスト

低減を図る施設として扱ってまいりたいと考えてお

るところでございます。 

以上でございます。 

○議長（山須田清一君）：野村君。 

○議員（野村雅男君・登壇）：改修というのはこれ

からも目に見えた形でやっぱり出てきて、改修をす

るというのが建前であろうとそのように思います。 

しかし、やはり建設年度も来ておるということか

ら、やはり計画的にやっぱりやって進めていくとい

うのが道筋ではないのかなと思います。財源もあり

ますが、やはりそういう形で存続をしていただきた

いという気持ちが強いわけでございますので、是非

そういう決断をしていただきたいなと思います。 

２番目に移ります。拙速いたしました。申しわけ

ありませんでした。 

ホテルふるさとの家の改修について、以前リゾー

ト開発が負担して行ったものについて、帰属はどこ

にあるのかという形で質問書を提出しております。 

平成１８年度にリゾート開発の方から３，０５０

万円だと思いますが、かかった費用の施設を村が全

額寄附採納をしておりますけれども、確かにそれは

寄附採納ということでございます。帰属は今はもう

当然村の施設だろうと、そういう認識で私はおりま

すけれども、リゾートの経営状況ということで巽村

長は先日の特別委員会の中で株式が１，７００万円

で今の現存の評価は大体７掛け１，２６０万円とい

うふうな評価をさせていたと。寄附採納した分につ

きましては、その１８年度に３，０５０万円ですけ

ども、何年か前にも平成１４年か１５年だと思いま

すけれども、それは資料を取っておりません。フロ

ントの奥の方に部屋をつくった工事につきましても、

まさか私は村の方が許可をしないで作っているとい

うふうには考えておりません。村の当然許可をいた

だいてやっている、それは帳簿上は減価償却という

形でしているわけですけれども、それにつきまして

もやはり帰属として今はリゾート会社の所有という

形でやっておりますけども、その辺についてやはり

この改修ということについて、あの当時そういう見

解の相違があったということは事実でありまして、

それが今現在もそういう形で残っている、その辺を

踏まえた中で、これからもやはりきちっと改修そう

いうことについて、維持補修ということについてや

っていただきたい、そんな気持ちでございますので、

ちょっと改めてそこを質問いたしたいと思います。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：ただいまの質問にお答

えいたします。 

まず原則といたしましては、さるふつリゾート開

発株式会社が負担したものにつきましては、会社に

帰属するものと考えております。 

修繕費に関しましては、ふるさとの家との基本協

定により１件１０万円以上の修繕費は村の負担、１

０万円未満はリゾート開発株式会社の負担となりま

すが、１０万円以上の修繕業務であっても協議の上

リゾート株式会社が負担できるとなっております。

協議の上リゾート開発が負担したものについてはリ

ゾート株式会社に帰属するのが原則でございますが、

先ほど議員がおっしゃいました３，０００万円余り

の、ただ、私の調べでは２，５００万円、２，５７

２万５，０００円となっておりますけれども、その

差は私もちょっとよくわかりませんが、ものの資産

につきましては、これは建物の一部でございますか

ら行政財産でございますので、寄附するのは当然と

いうことで、１８年ではなくて、２１年度に寄附し

ていただいた経過がございます。その協議の内容に
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関しましては、村の行政の方にも責任があったので

はないのかと思っているところでございます。 

また、１３年度に作られた建物２，０２２万８，

０００円に関しましては、これは正直申し上げまし

て私は村長になるまでは存じておりませんでした。

村長になってから初めてわかったことでございまし

て、この件の処理に当たりましても、私としては理

解しかねるところがあると感じているところでござ

います。 

以上でございます。 

○議長（山須田清一君）：野村君。 

○議員（野村雅男君・登壇）：村長がまだ就任する

前のお話でございます。 

やはり何らかの話しの行き違いはあっただろうと、

そういう形では私たちも考えたいのですが、やはり

１民間企業にとってこの２つの金額というのは、村

長も当然民間企業の経営を携わってきたわけでござ

いますので、やはりそれをやっぱり早期に落とすと

いうことのつらさとかわかるのではないのかなと思

います。 

私は、当時は、やはりリゾートの方も集客も良く、

ツアーとかもある程度そういう形で、次年度もお客

さんも見込めるという形で、村の方にいろいろ要請

はされて、時期的にも間に合わない段階になって、

その辺が１つの当時の執行部、村の執行部の方々と

も一つの意思がどこまできちっととれていたかとい

うことは、私も当事者でございませんので、それ以

上については申し上げられませんが、やはり建物の

一部として、やはりこれはもう認めて受け取ったと

いうことにつきましてはやはり事実でございますの

で、ただ今全体の今日も議会の中に猿払振興公社あ

るいは猿払畜産振興公社あるいはまたさるふつ公園

全体の管理の資料もいろいろいただきましたけれど

も、なかなか他の施設あるいはその畜産公社も毎年

経常的に同じぐらいの金額が村から補助金として出

ていると。そういうのも、なかなかやはり製造して

物をやはり製品化して売っていくと、そういうのは

大変な努力と苦労であろうと、そんなふうに思って

おります。 

ですから、１民間企業がいかに儲かって景気がよ

くても、そういう２件合わせると４，５００万円ぐ

らいの費用をそういう形で、しかも利益を出してい

るということはやっぱりただ単に利益を出している

ことでなくて、汗水垂らして社員一丸となって結果

が出てると。この会社は最初のころは、やはり、ち

ょっと利益が出ましたという形で最初は１００万円

ぐらいだったかも知れないですけれども、最大幅８

００万円ぐらい当時寄附をされたというふうにも私

も頭の中では記憶をしております。 

そういう点でも、これからもさるふつリゾートが

第三セクターになりましても、やはり村民、その前

も委員会でも申し上げましたけども、ただ村民目線

で、あそこだけを維持していけばいいのかというも

のの考え方では、ふるさとの家自体の経営自体もや

はり下降線をたどっていくだろうと。やはり営業も

今のスタイルをやっぱり維持して、村民並びに村外

の皆様方からやはりたくさんの利用をいただくとい

った中で、やはりその経費を削減しながら経営維持

をしていく、これがやはり姿勢だろうと。それがい

ろいろな形で、やっぱり猿払村品をやはりそこで製

造をして、お料理で出したり、またお土産等で広く

知っていただくことが、猿払観光に、猿払全体の観

光につながることだと思いますので、その辺を村長

にもう一度お聞きし、ご答弁をいただければと思い

ます。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：ただいまの質問にお答

えいたします。 

民間企業といたしまして、さるふつリゾート株式

会社が最大限努力しておったところは認めるところ

でございます。 

しかしながら、忘れてはならないのは、あの建物

が公の施設ということでございます。 

先ほど来、法律・条例にこだわるなというような

ご意見もございますけども、やはり法律があるとい

うのがやっぱり公の施設といたしまして村民に公平

に取り扱われるようにという、そういう思いがあっ

ての法律条例でございます。そのような形から、あ

の当時、まだ指定管理者制度もできておりません。

平成１３年度業務管理、業務委託ですね。業務委託
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の状況で行われていた中で、果たしてこのような建

物を業務管理を受けた会社が行っていいのかどうか

というところに問題があるのであって、利益を出す

ために何をやってもいいということにはならないと

考えているところでございます。 

以上でございます。 

○議長（山須田清一君）：野村君。 

○議員（野村雅男君・登壇）：観光についての基本

的な考え方は、村長の答弁の中で気持ちも伝わって

来ましたし、これからはきちっとした形でやると、

そういう毅然とした気持ちも伝わってまいりました。 

次の質問に移らさせていただきます。 

公営住宅の建設計画についてということで、全体

を把握すればよかったのですけど、私の住んでる地

区は浜鬼志別地区なので、全体で他の地区もありま

すけれども、照らし合わせて聞いていただければと

思います。 

浜鬼志別地区の公営住宅の現況と今後の見通しに

ついてということで、いわゆる２階建てとか２戸で

連棟とか、たくさん浜鬼の公営住宅が、新しい公営

住宅がございます。 

しかし、最初いわゆる道道から北側ですね。浜鬼

志別総合管理センターの向かい側といった方がいい

ですけれども、そこにつきましては現在まず空き地

にしていると。取り壊しをした部分。それから取り

壊しがされていないで、あと４戸は、奥の方の４戸

は、建設年度が昭和５３年度建設ということで、当

時、下水道の工事が始まったときに、そこの４戸に

ついては下水道施設をしましたが、それ以外にはも

うこれ以上直さないんだという形の中で今現在も推

移をしておりますので、水洗ではもちろんありませ

んし、まだ壊すものもある、それからもうこれ以上

これは手を下さないと。そしてまた新しく建て替え

るといったってその後建て替えても、まだなお今現

在１２戸がそこに入っている状況でございます。 

これらについて改修するのか、それとも新しいも

のを建てて暫時、しかし私の知っている限りでは、

もう入居して１５年以上になる方がかなり、過半数

以上の方があそこにずっと住み続けているという状

況でございます。 

その辺について、今後どういうふうな形で推移し

ていくのか。そのまま、直さないでそのままか、そ

の辺まずきちんとお考えを示していただきたいと。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：ただいまのご質問にお

答えいたします。 

まず浜鬼志別地区の公営住宅の現況についてです

が、２つの団地により構成されており、道々から見

て北側が浜鬼志別団地、南側が新浜鬼志別団地とな

っております。 

浜鬼志別団地につきましては、昭和４４年度から

昭和５３年度にかけて建設された住宅で、管理戸数

は８棟２４戸、うち現在入居中の世帯が６月１日現

在で１５戸となっております。なお、空き家９戸の

うち、老朽化の著しい１棟４戸は解体を予定してい

ることから、政策空家として入居を停止している現

状にあります。 

次に、新浜鬼志別団地ですが、平成元年度から平

成１４年度にかけて建設された住宅で、管理戸数は

８棟２０戸となっており、現在のところすべて入居

中となっております。 

ご質問の趣旨は、そのうち浜鬼志別団地に係るも

のと理解しておりますが、過去の整備計画における

当該団地の方向性として、新浜鬼志別団地への移転

建て替えを計画しておりました。しかし、当時の財

政事情等により計画実施が困難な状況となっている

ことから、今年度策定の公営住宅等長寿命化計画に

基づき、地域特性等を踏まえ、再度、全村的な住宅

形成のあり方を整理し、建て替え及び維持保全に係

る計画を樹立し、計画修繕を含めた住宅整備を進め

てまいりたいと考えております。 

また当該計画の中で当面、維持補修していくと判

断された住宅は、基本的に下水道を整備する方向で

検討してまいります。 

以上でございます。 

○議長（山須田清一君）：野村君。 

○議員（野村雅男君・登壇）：今の村長のお答えは、

浜鬼志別団地ですね、古い建設年度の古いものです

が、改修の計画についてこれから精査をしたい、ま

た壊さない、必要と判断されたものについては下水
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道も導入していくというようなことで間違いないと、

答弁の内容は間違いないと思うのですが、やはり新

浜鬼志別団地の方も建てて、そしてまた新しい住民

あるいはまた新しくかまどを持った人方がそれぞれ

入居をしたりして、新浜鬼志別団地の方も今満杯の

状態でございます。 

そして今私１２戸と言ったのですけど、その４件

の下水道の付いているところに入っている人は抜い

た数字でございましたので、下水道が付いていると

いう形で含めていけば１５戸なんですけど、下水道

は１２戸現在付いていないでそのまま推移をしてい

ると。 

私はやっぱり、それから下水道が何年度とまでは

調べておりませんでしたけれども、あまりにも長く

放ったらかし過ぎたのではないのかなと。やはり当

時のその下水道が導入されたときにどういう考え方

だったのかわかりませんけれども、そのころはまだ

財政力もあって、そういう新しいものを作っていっ

て、暫時住み替えていただければいいと、そういう

考え方だったのではないのかなと。ある程度は理解

できないことはないのですが、しかし、今現実に、

もう居住年数が１５年もあるいはまた２０年を超さ

れている方もそこにずっと住んで居られると。先日

も２件ほど古い方をお願いをして改修していただき

ましたけれども、やはり入ってくる方がやっぱり若

い方でありまして、やはり最低下水道がやはり水洗

のトイレでないと、やはり今の若い人方の常識とし

てドポンのところに入りたくはないと思うんですよ。

その辺をやはり１２件を今暫時これからどういう形

でやっていくかといっても、やっぱり簡単にすぐ新

設は無理だと思うんですよ。そうしたら今入ってい

るところをやはり改修していって、そこの中でまた

住み替えでいただくみたいな物事の進め方はできな

いのかと。 

中も建設年度からもう３０年も経っておりますけ

れども、やはり中の造作もやはり相当数年月が経っ

て、やはり１５年も２０年も同じところに住んでい

て、やはり相当中のものも傷んできているとそうい

うような状況でございますので、その辺を村の方と

しては、ただそのまま家賃を取ってただ入ってもら

っていればいいのか。やっぱり水洗も予定も無い、

新規の建設もない、住民の方はやはりどこかでそう

いう不満というものは募ってくると思うのですが、

その辺を今後どういう形で進められていくのか、そ

れをもう１つお聞きをしたいと思います。 

○議長（山須田清一君）：松谷建設課長。 

○建設課長（松谷 厚君・登壇）：野村議員のご質

問にお答えしたいと思います。 

基本的な考え方としては、村長が答弁したとおり、

長寿命計画を今年度中に今作成している部分で、そ

の部分が一定程度何戸が今後残していくのか、何戸

新築していくかという計画が今年度中に完成します。

それに基づいて維持し、または下水道、残す部分に

ついては下水道等で繋いでいくという考え方で今進

んでおります。 

浜鬼地区等に対して言えば、我々いったん住宅を

出るときに修理するというのがおおむね決まってい

るわけではないですけど、原則的にそのようなやり

方をしております。 

中には、入居している人は途中で修繕云々という

のはそのまま申請してこられたとかそういう部分が

あって長期で入っていると、なかなか出ていただい

た時に相当傷んでいるという部分がございまして、

直すときにはかなりの費用はかかるのですけど、一

定程度の費用で収めているという現状はあります。 

この辺りも含めて、維持管理については維持につ

いては現地を見ながら、残す住宅でしたら当然費用

をかけさせていただくと。施策的に壊していかなけ

ればならない住宅に関しては空き家として残して、

その辺は、今年度の長寿命計画の中で精査させた後

にご報告したいなと思っています。 

以上でございます。 

○議長（山須田清一君）：野村君。 

○議員（野村雅男君・登壇）：是非計画を進めてい

ただいて、廃止する住宅あるいはまた直していく住

宅、できれば早く計画を作って、実際に活かしてい

ただきたいなと、そのように思います。 

それと、２番目の一定の所得がある方、何か公営

住宅法の基本的な方針というのは変わったようで相

当になるようでございますが、一定の所得に達しな
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い方それもやはり２０万円１か月の方でないと普通

の公営住宅には入られないと。しかし、現実として

一定の２０万円以下の収入、ちょっと私きちっと精

査をしなかったものですから、現実はやはりなかな

か家族あるいはその子どもさんがいて、２０万円や

っぱり今生活するといったら、なかなか車も持って

いたり何だりと大変ではないかなと。大半の人方は

もう尐し所得のある段階で今、現在公営住宅に入ら

れているというのが、いわゆる一定の所得がある方

というのは、恐らく今現在公営住宅を借りている方

の恐らく過半数以上であろうと。もっといっている

のかもしれません。そんなふうに推察をするわけで

すけども、公営住宅が借りられない、しかし、この

猿払村にはなかなかこの公営住宅でなくて、民間住

宅はなかなか本当に数数えるだけしかないと。そこ

もほとんど質のいいものについては埋まっていると。

入りたくても入れない、選べれないという状況でご

ざいます。 

そこで先日いろんな形で見ましたら、民間による

アパート建設それに対して、行政が支援をしていっ

て民間アパートを増やすというお話も新聞で読みま

して、ここでそういう公営住宅に代わるその民間の

アパートの建設ということについて具体的な話や課

内の進捗はあるのか。そういうことについて１つお

伺いをしたいなと思います。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：ただいまの質問にお答

えいたします。 

公営住宅は、住宅に困窮する低額所得者に対して

低廉な家賃で賃貸することを目的としているため、

収入要件につきましては、原則として認定した月額

収入が１５万８，０００円以下と公営住宅法で定め

られております。 

また、入居後に収入が増加することに伴い、基準

を超過した場合における収入超過の基準は２段階に

設定されており、第１段階が収入超過者、第２段階

が高額所得者と定義されております。平成２２年度

末入居者２３１名中、収入超過者は５０名で、うち

高額所得者は１３名となっており、率にして２１．

６％、高額所得者は５．６％となっております。 

収入超過者に対しましては、段階的な家賃の割り

増しと住宅の明け渡し努力義務が発生することとさ

れとおり、さらに高額所得者に対しましては、その

住宅の上限額の家賃が設定されることとともに、村

から明け渡し請求があった場合には、その住宅の明

け渡しに応じなければならないことになっておりま

す。 

しかしながら、村内における公営住宅以外の賃貸

住宅が非常に尐ない状況であることから、依然とし

て多くの収入超過者が公営住宅に入居している状況

にあることと、現に住宅に困窮していても収入が基

準を超えていることから、入居資格を満たさず、門

前払いとなるケースも発生しております。 

このような現状に鑑み、収入に関係なく入居でき

る賃貸住宅の整備が急務と考えており、公共依存型

となっている賃貸住宅ストックを、公共と民間で適

切な役割分担を行い、多様な住宅ニーズに効率的・

効果的に対応するため、民間賃貸住宅の供給の促進

を目的に、建設費に対する助成制度を平成２４年度

から実施する方向で準備を進めてまいりたいと考え

ております。 

なお、制度の概要等につきましては国費の採択を

含め、現在検討を進めておりますが、先の３月定例

議会で一部改正の議決をいただきました持ち家住宅

助成制度と同様に、北方型住宅に準じた仕様による

住宅の建設を条件とし、地球温暖化対策の一環とし

て二酸化炭素排出量の削減に繋げていきたいと考え

ております。 

以上でございます。 

○議長（山須田清一君）：野村君。 

○議員（野村雅男君・登壇）：村長の今の答弁は、

これから検討したいと。進めたいと。こういうお話

であったように考えておりますが、たまたま私質問

通告しましてからここに日刉宗谷がございますけど

も、６月２１日の日刉宗谷に、豊富町が民間活用に

よるプロジェクトということで８０戸ほどそれから

既存住宅の改修ということで２４戸と合わせて１０

４戸、これから整備したいと。そのようなこともち

ょっと出ておりましたので、概要は私詳しくはわか

りません。新聞に出ている範囲しかわかりません。
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しかし、そういう形の中で公的な町や村がそういう

形ができるのであれば、ぜひともこれいろんな形で

推し進めて行っていただきたいし、今村にいわゆる

単身者向けの住宅があると思うのですが、単身者向

けの住宅につきましては、当初は何も風呂も湯沸か

し器も何も付いてなかったのですけども、やっぱり

いわゆる単身者ですから２０歳代、あるいはまた高

校を卒業して１８歳か１９歳の子どもさん方がここ

へ来るのにやはり風呂も付ける、ボイラーも付ける、

ストーブも付ける、そして親御さんは皆その費用を

負担するわけですが、しかしちょっと会社に勤めた

ら、ちょっとやっぱり本人が合わなくて１年で辞め

てしまったと。それの帰属をどうするかということ

もちょっと考えられましたので、当時提案をしたわ

けですが、やはり当時はそういう形であの決断をい

ただきまして、民間のリースという形で制度を村の

方では後で作ったようでございまして、大変私はす

ばらしい制度であるとそんなふうに思っております

ので、今後その民間住宅につきましても、民間の資

本を活用する住宅につきましても、今現行では、公

営住宅はほとんど、風呂とかそういうものも一切付

いておりませんので、やはり入居する側にとっては

ずっと入るのであれば費用負担も買えばかかるので

しょうけど、やはり転勤されるおそれの、そういう

予定の方とか、もう１回住み替えをしたいというよ

うな方につきましては１回の投資というのは大変高

額になると思います。その辺のところも含めてご検

討されて考慮いただいて、こういう建設計画を練っ

ていただきたいなとそんなふうに思います。 

次の質問に移りたいと思います。 

タクシー運行につきましては、先ほども眞田議員

が福祉輸送の関係からもう一歩進んでタクシーも導

入することも改めて考えるべきではないかという旨

の質問もありました。私も同感でございます。 

たまたま事業所が中頓別にありまして、たまに病

院の方に行きますと、やっぱりお年寄りが乗って来

て降りて病院にかかります。しかしまた帰りにハイ

ヤーを呼んで帰られていく姿をときどき、行った時

だけですけども見受けられますし、その辺の事業の

内容というのは私どもは知る範囲ではございません

が、やっぱりそういうのも参考に入れて本当に導入

はできないものなのだろうかと。 

やはりここにはずっと一時はありましたけど、ず

っとハイヤーがない状況が続いてきて、やはり今お

年寄りの方はもちろんそうなんですけども、やっぱ

り時勢上やっぱりお酒を飲んで車というのは、もう

大変もう大きな罪になるということでございますの

で、そういう観点からも、やはり私はそういういわ

ゆる人の交流とか、またそのお年寄りの交通の中も

やはり生活も多様化をしていると、そういう観点か

ら今の福祉事業をもう尐し包括的に進んでいったら

やはり私は可能ではないのかなとそのように考えま

すけども、それに対して一言だけご答弁をいただけ

ればと思います。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：ただいまの質問にお答

えいたします。 

先ほども同僚議員との中で議論がございましたけ

れども、本議会でご提案する予定のデマンド自動車

運行事業及び福祉輸送事業に絞り込むまでには、議

員のご質問にありますタクシーの導入についても検

討を進めてまいりましたが、民間事業者数社にもご

相談いたしましたが、猿払村の規模で営業を続ける

ことに関しては、採算性の問題もあり、できないと

の回答を受けております。 

それであれば、村でタクシー事業を興すことはで

きないかについても検討いたしましたが、道路運送

法に基づくタクシー営業許可を得るためには、２台

以上の車両が必要であり、営業時間によっては最低

でも３名から４名の２種免許のある運転手の確保や

事務職員の配置などが必要となり、年間で約１，５

００万円から２，０００万円の経費がかかります。

さらに、タクシー事業となると、各地区において運

賃表が定められており、猿払村は旭川Ｂ地区になり

ますが、初乗５９０円、２８１メートルごとに８０

円加算されることになりますので、５キロメートル

の区間を利用した場合、１，８７０円の料金がかか

るという計算になります。果たして、これだけの料

金を払って、どれだけの方に利用していただけるの

か、村の人口規模では運賃収入で賄える経費となら
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ないことから、赤字経営となる公算が高く、タクシ

ー事業の導入は難しいと判断いたしました。 

しかしながら、先ほどの議論の中でもございまし

たが、これから実施検討いたしまして、タクシー事

業に展開できるかどうかを今後も検討してまいりた

いと思っているところでございます。 

以上でございます。 

○議長（山須田清一君）：野村君。 

○議員（野村雅男君・登壇）：次に４番目のゴミス

テーションについてお伺いをいたしたいと思います。 

地域におけるごみステーションの改修計画は当然

なっていると。またごみステーションの管理につき

ましては行政主体だけではだめだと、そういうふう

に考えている一人でございます。 

一昨年から、自治会の会長を仰せつかって、いろ

いろといろんなことを勉強させていただいた中に、

大変また心暖まるというかそんなところでも出くわ

して、ごみステーションも鬼志別西区では３年に１

回ほど強制的に塗り直している、大事に使っている

というそういうお話を聞きまして、そういうこんな

大事な人方もいるんだなとそんなふうに思ったしだ

いでございます。 

また、私もその住んでいる浜鬼志別地区につきま

して、ごみステーションを副会長あるいはまた環境

衛生部の部長とともにいろいろ見て回ったのですが、

やはり新しい型に移ったものも相当数浜も近いこと

でございますので、やはりかなり錆がきて、これに

手を入れて改修してもどうなのかなっていうのもも

うそろそろぼちぼち出てきているところでございま

す。 

まだ新設して３年や５年ぐらいのものにつきまし

ては、まだそんなに傷んでいるわけではございませ

ん。しかし新しい型になる前のものがまだ浜鬼の中

に６基プラス自治会の会館の前にまだ２基あります。

会館の前の２基につきましては、昨年１回大風でひ

っくり返りまして脚がねまって、これは担当の部所

に連絡をいたしまして脚をがっちり太いものに補強

いたしましたので、これについてしばらく大丈夫か

なと思うんですが、あと６基ぐらいにつきまして、

今年は２基の内示をいただいてますが、やはりそれ

ではまだ２年度も３年度も４年度もかかると。それ

より私は一気に解決できないかと、予算を増額しろ

ということではありませんけども、それを自治会の

方に委託をすることによって、自治会の方もまた、

多尐自前の財源がございますので、どうしても本年

度１基でも２基でもそういうものを検討していきた

いなと、そのように考えておりますけれども、村の

方としてはあとそれ以上踏み込んだ考え方にはなら

ないのでしょうか。お伺いいたします。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：ただいまの質問にお答

えいたします。 

村が設置したごみステーションは、現在村内全体

で２０３基あり、今年度も３基更新、１基増設して

２０４基となりますが、設置後は、各自治会に管理

をお願いしており、周辺整理やペンキ塗りをしてい

ただいたり、また破損した部分があれば担当係と協

議の上、可能な限り修繕をお願いし、大規模な修繕

が必要となった場合には、連絡をいただいて、村で

対応させていただいております。 

ご質問の改修計画ということでございますが、現

在設置しているゴミステーションが修繕もできず、

使用不可能なほど破損等した場合、また住宅新築等

により戸数が増えステーションの使用量が限界とな

って増設が必要となった場合など、いずれも各自治

会から要望をいただき、担当係が現地を確認した上

で、周辺の安全面について収集担当者と協議しなが

ら、その都度判断し設置しているところでございま

す。以上でございます。 

○議長（山須田清一君）：野村君。 

○議員（野村雅男君・登壇）：今村長から答弁いた

だきましたけれども、今年度３基更新という新設は

１基という形でお受けをして、今私今の型になる前

のいわゆるネットのものがまだ６基ぐらいはあるん

ですよ。それをことしの３基の中、浜鬼志別に１基

くらいは割り振っていただくのかわからないですけ

どそうするとまだ５年も６年もかかると。しかしも

う実際にもう脚もないものがまず１基あって何かひ

っくり返ったものも１基２基あって、そこからはも

うやや言われているのですが私としてはそれ以上の
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回答のしようがないと。それでこれは１つ提案なの

ですが、やはり今まで外灯とかそれから電気料につ

きましては、各自治会が契約をいたしまして、自治

会が実際に北海道電力に払っていると、そういう中

から村から９０％を使った分の補助金をいただいて

いるとあるいはまた外灯が付いている灯灯が落ちた

と、そうしたら電気屋さんにすぐに来ていただいて

自治会でいったんお支払いをしていると。それを、

後ほど村の方から９０％補助金でそういう形に多分

これは村だけだと、村全体でやると、１つの係で、

かなりの件数戸数・件数を持たなければその外灯の

基礎を持たなければですね管理がゆき届かないと。

それと自治会にも当時は恐らく、全額村の補助だっ

たのでしょうけどやっぱり大事に使ってもらうとい

う観点から住民負担も必要だろうという形の中で自

治会では１０％負担していただいて残りは村の方で

助成するけど、管理はお願いしますよとそういうこ

とだったのだろうと思うんですよ。ただ、そういう

方式でいくと村は全部これ２０３基を最終的には管

理はしなければいけないですけどこの管理を各自治

会にお願いをしてそしてそういう支出だとか、そう

いうものにつきましてはすぐ年度でやるんではなく

て継続して３年は１基ずつ３年後までにつけますよ

ということであればちょっと自治会のいわゆる特別

予算としてあの３基、ことし一遍に導入してもこと

しの分については、１基いただいて来年、再来年と

また同じ分をいただいて、そしてまた６基をまたど

こかで改修して自前の資金でできたときにやっぱり

そういう再投資がすぐ自治会に任せるとできるので

はないのかなと、そんなふうに提案をしてるんです

けどその提案をして検討していただけないか。いう

ことでございますのでもう１回ご答弁をお願いいた

したいと思います。 

○議長（山須田清一君）：巽村長。 

○村長（巽 昭君・登壇）：ただいまのご質問にお

答えいたします。 

ご承知のとおり、経費がかかることでございます

ので、住民の皆様や各自治会からご要望をいただい

た折には設置等ができない状況ですが、新設・管理

等すべて自治会に委託するということになりますと、

自治会にも大きな負担をかけることにつながると考

えますので、今後もこれまで同様に、村と自治会が

役割を分担する共同の形で進めていきたいと考えて

おりますので、ご理解をお願い申し上げます。 

○議長（山須田清一君）：野村君。 

○議員（野村雅男君・登壇）：今の村長の答弁だと、

今までどおりに村の姿勢としてやっていくというこ

とで、今提案した部分については検討はしないとこ

ういうことで理解してよろしいですね。 

これちょっと私もちょっとしつこくやっていきた

いと思いますので、今日はもうこれで２回質問して

おりますので、また勉強してこの場で提案をしてい

きたいと思います。 

以上です。 

○議長（山須田清一君）：これで一般質問を終結い

たします。 


